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序 
本報告書は、特定非営利活動法人プロジェクトマネジメント資格認定センタ

ーが経済産業省からの委託により実施した平成 14 年度プロジェクト・プログラ

ムマネジメント人材育成プログラム開発事業の調査研究結果を取り纏めたもの

である。 

わが国は、"ものづくり"で繁栄を謳歌してきたが、1990 年代に入り、工業化

社会から知識・情報化社会への転換の流れに乗り遅れ、急速に国際競争力を失

ってきた。 

その要因の一つとして、個々の専門分野の人材に比べ、知識・情報化社会に

必要な、分野横断的に価値を見出せる総合型人材が少ないのが問題であるとの

指摘もあり、プロジェクトマネジメント（PM）の分野においての実践型人材の

再活性化が重要となってきた。  

こうした中、平成１３年度に日本の実務風土を反映させた日本発の「プロジ

ェクト＆プログラムマネジメント知識体系（P2M）」が構築された。P2M では、

複雑化、複合化した課題を複数の課題（プロジェクト）に分割し、統合して全

体の最適化を図るプログラムマネジメント手法を世界に先駆けて開発し、企業

価値を高めるための戦略的な「仕組みづくり」に活用されることが期待されて

いる。 

本事業は、P2M 体系を活用した｢教材ツール開発｣、「モデル実証事業」及び「高

度化支援関連調査」を実施し、P2M に基づくプロジェクトマネジメント人材育

成のための環境整備を行なったものである。 

 最後に、本事業に協力していただいた経済産業省始め各界の方々に心から謝

意を表しますとともに、当センターのプロジェクト・プログラムマネジメント

調査・研究・普及事業をさらに推進してまいりますために、なお、一層のご指

導、ご支援を切にお願いする次第であります。 

 

平成 16 年 3 月 

特定非営利活動法人              

プロジェクトマネジメント資格認定センター 

会 長  吉川弘之 



はじめに 

 

本報告書は、経済産業省から平成 14 年度補正予算により特定非営利活動法

人プロジェクトマネジメント資格認定センター（PMCC）に委託された「プロ

ジェクト・プログラムマネジメント人材育成プログラム開発事業」での「中小

企業、専門・業種を特定したテキスト・ガイドブック」として開発し「多様化

P2M モデル実証事業」として実証を行いまた「高度化支援関連調査」と連携さ

せつつ作成されたものである。  

 

プロジェクトマネジメント人材育成をするための実証カリキュラム及びテキ

ストブック開発の一環として、テキスト類の補完機能を持つものとしての解説

本や副読本の開発をおこなった。なお、P2M という知識体系が打ち立てられて

から 2 年であり、P2M に関する解説本・副読本に関しては、豊富な種類を揃え

ることが望まれている。一方、求められるテーマや分野は多様であり、全ての

テーマや分野を網羅するのには、さらに多くの時間を要するが、この委託プロ

ジェクトにて有用な解説本・副読本作成の端緒となることを期した。 

 

解説本・副読本部会を立ち上げ、識見の広い 8 名の委員に部会のメンバーを

委嘱するとともに、本事業で先行して立ち上がっている「P2M ガイドブック改

訂部会」、「カリキュラム・テキスト (PMS)開発部会」等関連する部会の多業界、

多業種、多専門分野の多彩な委員から、意見や識見を活かした助言を受けてき

た。  

これらの中で、P2M 標準ガイドブックの広範な内容をわかりやすく解説する

本が求められていたので、関連部会の委員の助言も取り入れつつ、知識体系の

重要要素を理論的に取り出し、個々の意味と相互の関係を可視化することによ

って、P2M 理論の構造を明確化し、学習者の理解を助けることを主眼としたテ

ーマで解説本の開発をおこなった。また、理論だけでなく、企業での実践例 (PFI: 

Private Finance Initiative 民間主導の公共事業サービスの設計から運営ま

で )を、P2M 個別マネジメントと対応関係を明らかにさせつつ、とりあげた。  

以上  



担当組織：「解説本・副読本部会」 委員名簿 

（順不同） 

部会長   小原 重信   シドニー工科大学 
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委員    武富 為嗣   コーポレート・インテリジェンス㈱ 
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委員    小石原 健介  川重テクノサービス㈱  

 

委員    吉村 真人   ㈱日立製作所  

 

委員    栗山 博行   ㈱シーエーシー  

 

事務局   井口 知典   プロジェクトマネジメント資格認定センター  

 

事務局   吉川 賢一   プロジェクトマネジメント資格認定センター  

 

 

 



目次 
 
Ⅰ 理論構造編        1 
 前書き        1 

 第一部 エントランス       3 

 第二部 プロジェクトマネジメント     7 

 第三部 プログラムマネジメント     11 

 第四部  個別マネジメント      17 

  第一章 プロジェクト戦略マネジメント    21 

  第二章 プロジェクトファイナンスマネジメント   25 

  第三章 プロジェクトシステムズマネジメント    29 

  第四章 プロジェクト組織マネジメント    33 

  第五章 プロジェクト目標マネジメント    37 

  第六章 資源マネジメント      45 

  第七章 リスクマネジメント      47 

  第八章 情報マネジメント      49 

  第九章 関係性マネジメント      53 

  第十章 バリューマネジメント     55 

第十一章 コミュニケーションマネジメント    57 

Ⅱ 実践編        61 

  前書き        61 

  第一章 ＰＦＩ事業の基本原則     62 

  第二章 戦略マネジメント      64 

  第三章 資金調達マネジメント     67 

  第四章 リスクマネジメント      69 

  第五章 プロジェクトデザイン     70 

  第六章 関係性マネジメント      71 

 （執筆者 ： 富士電機システムズ（株）  蘆原 哲哉）   

   



Ⅰ 理論構造編 
 
前書き 
 
経済産業省の支援により、エンジニアリング振興協会を核として産学協同で、１９９９年

度より３年の歳月を掛けて、日本版のプロジェクトマネジメント標準に関する研究がなさ

れ、２００１年１１月に成果物としての標準ガイドブック「P2M」が発行されました。     

また、２００２年８月には、それに基づく第一回の認定試験が、新しく組織された非営利

団体ＰＭＣＣ（プロジェクトマネジメント認定センター）により、東京で行われました。 

今回の試験は、３段階予定されている中の第一段階である「ＰＭＳ(Project Management 
Specialist)」で、標準ガイドブックに基づく知識レベルを問うもので、今後年２回の頻度で

行われることになっています。また、上級レベルの認定「PMＲ（Project Manager 
Registered）」・「PMA(Project Management Architect)」についても、２００３年度以降順

次立ち上げられていく見通しです。 
 
Ｐ２Ｍは、これまで米国を中心として発展してきたプロジェクトマネジメントの手法を受

け入れてきた日本が、更にその理論を拡張させたものを世界に先駆けて発信しているもの

で、内容はかなり高度で難解なものとなっています。 これまでのプロジェクトマネジメ

ントが、与えられたプロジェクトを与えられた中間目的・目標を達成するだけのものであ

ったのに対し、Ｐ２Ｍでは、プロジェクトを作る段階から、プロジェクトの対象が最終的

な製品・サービスを創出してプロジェクトの最終的な目的を達成させるまでの、トータル

ライフサイクルを対象としています。 即ち、プログラム・戦略・価値評価といったこれ

までのプロジェクトマネジメントでは所与条件となっていた部分がクローズアップされて

います。 したがって、抽象的な概念が多く、構成も複雑で多岐に亘っており、P2M を学

ぼうとされている方の多くが戸惑いを感じたものと思われます。 
 
そこで、P2M を学び、第一回の認定試験に合格した筆者が、今後プロジェクトマネジメン

ト知識を学び、能力向上の挑戦される読者にとっての P2M の「学び方、参考資料」として

活用してもらうことを期待して、その理論構造を解り易く本書に纏めてみました。 
 
学ぶにあたっての留意点として、ガイドブックはあくまでガイドブックであり、手法等の

詳細については記載されていません。 興味があれば図書館等で概要を理解するに越した

ことはありませんが、時間が許さなければ、知らずとも受験では困りません。 Ｐ２Ｍで

は、テンプレート、プロジェクトマネジメントタワーというものが使われていますが、こ

れらを丸暗記する必要はありません。むしろ、本文の意図するところを読み取ることが肝

要です。 ガイドブックの構成は複雑ですが、本書のＰ２Ｍ理論構造チャート（著者の理
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解により多少ガイドブックから脱線あるいは追加している部分もある）をナビゲータとし

て利用することによって、Ｐ２Ｍの意図するところが容易に理解できるものと思います。 

皆様のご健闘を祈りますと共に、ＰＭＳ人口の増加により日本のプロジェクトマネジメン

トが大きく発展することを期待するところです。 
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第一部 エントランス 
 
Ｐ２Ｍではプロジェクトマネジメントに携わる人のことを「使命達成型職業人」と称して

います。 Ｐ２Ｍの用語のかなりのものが横文字であるのと対照的に、日頃使われないよ

うな日本語で、いきなり戸惑いを覚えますが、短なるプロジェクトマネージャー以上のも

のを期待しての苦肉のネーミングであろうと推察します。 プロジェクトマネージャーは、

日常業務と異なる新規性を伴う案件（プロジェクト）において、その実行を任された人の

ことをいいますが、プロジェクトを作る段階では関与せず、与えられたプロジェクトを与

えられた目標に向かって推進する役目しか持ち合わせていないのが一般的なイメージとな

っています。 しかし、Ｐ２Ｍはより高度なレベルを要求しているものです。 また、建

設プロジェクトの実施等で確立されたプロジェクトに対するイメージを払拭し、プロジェ

クトをより広義に捉えたいという意図が感じ取れます。 
 
今なぜＰ２Ｍかという点についての理解が無いと、勉強にも熱が入らないのではないでし

ょうか。 Ｐ２Ｍを開発しようという当初の経済産業省(当時)およびエンジニアリング業界

の想いは、日本経済の停滞の中から出てきたものです。 目覚しい生産技術の発展により、

これまでの基盤産業が人件費の安価な新興国に流れる一方、ＩＴ技術では先行した米国が

国際標準化でリードしている状況で、日本経済を再生させるためには、世界に先駆けた新

しいビジネスを創出するプログラムあるいはプロジェクトを立ち上げて世界をリードして

いくしかないということだと理解します。 
 
Ｐ２Ｍを机上の空論だという人がいるかも知れません。 抽象的で、具体的な手法の中身

については触れられていないため、実際にプロジェクトマネージャーが、Ｐ２Ｍ標準ガイ

ドブックを日常業務の参考書として利用したからといって、すばらしいアイデアが出ると

いうものではありません。 Ｐ２Ｍは、そうではなくて、革新的な仕事をする「使命達成

型職業人」の発想転換のための教条書ととらえていただきたいと思います。 初版であり、

完璧とは言えませんが、何回も読みこなしている内に味が出てくるものです。 Ｐ２Ｍを

行動指針として充分理解した上で、遂行においては、知識・経験・実践・規範といった部

分を個々に開発していくべしというのが、Ｐ２Ｍの意図するところと理解します。 
 
Ｐ２Ｍの特徴はプログラムという概念について深く掘り下げている点にあります。 米国

のプロジェクトマネジメント協会（ＰＭＩ）による知識体系「ＰＭＢＯＫ」でもプログラ

ムという概念については触れていますが、プログラムマネジメントのプロセス・手法まで

は言及していません。 プログラムという概念に初めて接する方が多いと思いますが、そ

れ程新しい概念ではありません。 英語の辞書では、School Program, Business Program, 
Government Program といった使い方が例示されています。 特に、Government Program

-3-



がＰ２Ｍで言うところのプログラムとして現実に使われています。 例えば、発展途上国

では、農村電化プログラム、貧困層解消プログラムといった具合に使われています。 ODA
（海外開発援助）事業に携わったことのある方は耳慣れていることと思います。 具体的

にどこそこの地域に送電線を引く、或いは電源立地を行うというのではなく、全国の電化

率を高めるために、どこからどの様に手を付けていくのが国家経済・政治・社会政策上最

適かを考えて計画を行うもので、プロジェクトより大きな概念です。  
 
また、環境改善プログラム或いは首都圏交通緩和プログラムといったものも考えられます。 

ＪＲが首都圏の路線開発をプログラムとして行っているかどうかは定かではありませんが、

これもプログラムの概念を取り入れて行うことによって、投資効果を最大限に発揮させる

ことが期待されます。 京浜東北線の昼間における快速運転は恐らく最もコストが掛から

ない方法でリスクも少ないですので、かなり以前に実施されました。 神奈川と千葉を結

ぶ総武・横須賀ライン、埼玉と神奈川を結ぶ埼京・湘南ラインは完成し、新幹線も上野－

東京間が繋がりまもなく品川駅もできようとしています。 今後は東海道新通勤線、東北・

常磐線と東海道線の接続も計画の中にあるかも知れません。 それらのプロジェクト計画

を、コスト対効果を事前に評価して進めると同時に、適時評価の見直しを行うことによっ

て、最適プログラムが実現されるものです。 今話題の道路行政にしても、委員が集まっ

て高速道路の開発要否を一概に議論する必要もなく、プログラムの概念によりライフサイ

クルにおける費用対便益を考慮して、是々非々で対応すれば良いこと（必要なものは実施

し、不要不急なものは見送る）ではないでしょうか。 
 
これは、ビジネスにおいても利用できる概念であり、事業構造改革、ビジネス基盤システ

ム改革、財務基盤改革、人材育成といった社内プロジェクトをプログラムという概念に置

き換えて、実行することによって、成果を高めることが期待されます。 事業構造改革プ

ロジェクトに例を取ると、Ａ事業の量産体制構築プロジェクトあるいはＢ事業におけるア

ライアンスプロジェクトといったサブプロジェクトを起こし、全体プロジェクト(プログラ

ム)における使命と関連付けて、各サブプロジェクトをマネージすることによって、全体と

しての価値が高められるものです。 
 
もっと小規模なものでは、５０周年記念行事プロジェクト・コーポレートイメージ改革プ

ロジェクトといったものもプログラム化し、それぞれの行事をサブプロジェクトとするこ

とによって、各行事あるいは行動計画の全体使命に対する意味合いが把握でき、有効な運

営が可能となります。 更に個人レベルでも、業績評価管理をプログラムとして認識し、

各目標をプロジェクトと位置付けることによって、部門に与えられた使命を個人目標に落

とし込むことが可能となります。 
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この様に、経営そのものにプロジェクトマネジメントの手法を取り入れようという考え方

は米国で既に開発されており、ＥＰＭ(Enterprise Project Management)と呼ばれています。  

一方、マルチプロジェクト経営というものがありますが、これはエンジニアリング会社等

が複数の受注プロジェクトを一括管理する様なケース（プロジェクトありきで、プロジェ

クトが後付けとなっている）で、プログラムとは異質のものとしてとらえるべきです。 
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第二部 プロジェクトマネジメント 
 
本章では、プロジェクトの概念について、以下の点が強調されています。 
 
１）プロジェクトの基本属性 

基本属性というのは、解りやすく言うと特徴という意味で、定義のための要素となり

ます。 プロジェクトが定常業務との比較において、「個別性」「有期性」「不確実性」

があることは納得できるところと思います。 「価値創造事業」と定義しているとこ

ろがこれまでの海外のＰＭ理論からは目新しい点となっています。 
 
２）プロジェクトマネジメントの概念 

プロジェクトマネジメントの定義では、「効率性」と「効果性」については理解できる

として、公正手段（説明責任)を強調している点が、Ｐ２Ｍの特徴の一つとなています。 
 

３）プロジェクトマネジメントの基本的枠組み 
以下の点にＰ２Ｍの特徴があらわれています。 
ａ）プロジェクト共通感：  

「プロジェクトライフサイクル」「プロジェクトの場」「プロジェクトステークホ 
ルダー」「マネジメントスキルの利用」「システムズアプローチ」という５つの要 
素が掲げられていますが、これは４Ｗ１Ｈとして理解してください。 即ち、 
When/Who/Where/What/How の組み合わせである。 Why はありません。 プ 
ロジェクトは与えられた特定使命に基づいて実施されるため、Why はそれほど重

要ではないものと理解します。 
  ｂ）プロジェクトワークプロセス 
    共通感の中の「マネジメントスキルの利用」の中で「プロジェクトワークプロセ 

ス」の必要性をと説いている。 ＰＭＢOK（第二世代のＰＭ）では、プロセスを

個別マネジメントの中で説明していますが、Ｐ２Ｍでは本章で一般的に述べてい

ます。 
ｃ）マネジメントサイクル 

やはり、「マネジメントスキルの利用」の中に、「マネジメントサイクル」の考え

方が示されています。 Ｐ２Ｍの提唱するマネジメントプロセスには、「デザイ

ン」「計画」「実行」「調整」「成果」という新しいコンセプトが取り入れられてい

るのが特徴となっています。 ＰＤＣＡとも異なりますし、PMBOK の提唱する

「計画」「遂行」「コントロール」「終結」とも異なっています。 特に、「デザイ

ン」という概念がわかりにくいのではないでしょうか。 「デザイン」というの

は、辞書によると、a plan in mind to be carried out ということで、計画は計画で
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も具体化される前の構想というニュアンスがあるのに対して、「計画」は実行を前

提とした現実性の高い計画を意味するものと解釈します。 
  ｄ）複合マネジメント 
    複合マネジメントについては説明が無いのが残念なところですが、ＰＭBOK の統

合マネジメントに相当するもので、特定使命を受けて価値創造を行う過程で、プ

ロジェクトマネジメント共通感をベースとして、個別マネジメント、共通マネジ

メントスキルを複合利用するための、洞察力を基にした実践力と解釈できます。  
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第Ⅱ部： プロジェクトマネジメント

社会理念公正な専門手段

基本属性

プロジェクトマネジメント定義

プロジェクト定義

分析・評価・対応策策定リスク

メンバーへの影響力

問題の本質を理解

心理的エネルギー

正しい方向性

規定文化

組織運営

目標設定

組織ルール適用

権限と責任重視

クローズな人間関係

専門性の軸
最小限の緩いルール

人間性重視

リーダーシップ（＊）

目標達成重視

創造性重視

共通要素

経験的能力

人格的魅力

権威的影響力

権限的影響力

スタイル

論理的に説明できる

戦略志向ができる

実際に追求し、成果が出せる

対人関係でリードできる

組織活動に乗せる

問題発見ができる

行動様式 時間・情報を重視する

ネットワーク型

デジタルワークプロセス

プロジェクト遂行活動

価値創造者のワークプロセス

評価者のワークプロセス

効果的視点

ワークプロセスリエンジニアリング

成長と実績重視

プロジェクトマネジメント基本活動

ＢＰＲの思想をそのまま適用

方針の策定 ワークプロセスの種類

プロセス構築の視点

タスクフォース型

マトリックス組織

リソースプール型

プロジェクトオフィス付きプロジェクト組織

プロセスのデザイン

作業分割

リーダーシップ（＊）

テーマへの関心

組織編成

新規性のマインド
オープンな人間関係
異文化を容認

専門職能
目標遂行マインド

経済環境

社会環境

私的価値

自然環境マネジメント形式の具現化

収益性・革新性・成長性・安定性・信頼性

創意工夫･知恵･判断力･創造的チーム活動不確実性

価値創造事業

未経験

差別性・新奇性・革新性・新結合個別性

有期性

新奇性・複雑性・環境変化

視点移動･適応･応用･創造

便益性・安全性・人間性・社会性・環境性公的価値

物的生産性

知的生産性

手順・知恵・工夫 倫理基準

受容性

効率的遂行能力

特定制約

特定期間

特定使命

個別マネジメント

資産価値

イノベーション価値

調和価値

動機付け プロジェクトワークプロセス 効率的視点

共通マネジメントスキル

マネジメント原則

地理・文化の軸

価値創造

共通感

システムズアプローチ

価値の視点

プロジェクトマネジメントの基本的枠組み

価値の形態

特別チーム

情報資源

プロジェクトステークホルダー

マネジメントスキルの利用

実践力

効果的遂行能力

社会系･経営系･情報系･工学系･金融系の
複合ニーズの分析､問題設定､問題解決プロジェクトエニジニアリング

フェーズ分割

複合マネジメント

個別マネジメントスキル

組織論

マネジメントサイクル

リーダーシップ（＊）

チームビルディングとコンピテンシー

資源活用

権限的

権威的

人間的

問題解決型マネジメント

制約性

相互関係性

再資源性

活用上の考慮点

知的資源

基盤資源

デザイン 計画 実行

調整 成果

人的資源

物的資源

金融資源

中間生成物確認

仕事の内容・分担が変化

モラール空間 組織 場組織の軸

プロジェクトライフサイクル

プロジェクトの場

情報と関心で動く

成果維持型マネジメント

プロジェクト組織形態

資源の種類

資源配置
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第三部 プログラムマネジメント 
 
本章では、プログラムの概念について、以下の点が強調されています。 
 
１）プログラムの基本属性 

「多義性」とは使命のコンテキスト（脈絡）が含蓄するものの多様性を意味し、「複雑

性」とはプロジェクト間の関係あるいはシステムの複雑性を意味で使い分けされてい

ます。 「拡張性」とは、最初から全体のプロジェクト構成が決定されるのではなく、

実施段階で随時新たなプロジェクトを立ち上げたり、オプションを行使したりすると

いう柔軟性がプログラムには備わっていることを意味します。 プログラムの基本属

性は、プロジェクトとの比較において議論されていますので、「個別性」「有期性」と

いった両者に共通するものは含まれていませんが、属性が無いということではありま

せん。 一方で、「不確実性」はプログラムの方がプロジェクトよりはるかに不確実性

が高いという意味で、属性の一つとされています。 
 
２）ロードマップ 

ａ）プログラム共通感 
プログラムの共通感は、「プログラムミッション」「プログラムコミュニティ」

「プログラムラムアーキテクチャ」「プログラム価値」ということで、全体使命を

コミュニティの知的資源を一体化することによって、プロジェクト構造化し、そ

の価値を造り上げていくことが肝要ということになります。 
  ｂ）プログラム（共通）基盤 
    共通感から導出されるマネジメントの対象ということで、「使命の明確化（プロフ 

ァイリング）」「知的資源の一体化（コミュニティ）」「プロジェクト間の関係性構 
造化（アーキテクチャー）」「価値評価の基準化（アセスメント）」からなります。 

  ｃ）プログラム統合マネジメント 
    共通感・共通基盤に対応する「プロファイリングマネジメント」「プラットフォー 

ムマネジメント」「アーキテクチャーマネジメント」「価値指標マネジメント」に、 
戦略マネジメント」と「プログラムライフサイクルマネジメント」が加えられて 
います。  
プラットフォームとは駅の乗り場として日本語にもなっていますが、ここでは電

車をプログラムあるいはプロジェクト群とした場合のプラットフォーム、即ちプ

ロジェクトへのアクセスを容易にするコミュニティの一体化ということになりま

す。 
    「プロファイリングマネジメント」では使命をビジョン化・シナリオ化し、「アー

キテクチャーマネジメント」ではシナリオをプロジェクトモデルによって構造化
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するプロセスです。  
「ライフサイクルマネジメント」では、プロジェクト結合による柔軟性を確保し

ます。  
「価値指標マメジメント」では、５Ｅ＋２Ａ（Efficiency(効率性)/ Effectiveness(効
果性)/ Earned Value(獲得価値)/Ethics(倫理)/Ecology(環境)/Accountability(成果

責任）/Acceptability（説明責任)）をプログラムの総合評価指標としている点に特

徴があります。 多少ごろ合わせの感が強いかもしれませんが、使命達成のため

の要素が概ね含まれています。 
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共通基盤

全体使命の明確化（ミッションプロファイリング）

知識資源の一体化（コミュニティ）

プロジェクト間の関係性構造化（アーキテクチャー）

プログラムミッション

要求使命の全体を反映、調和

工夫

基本構想と構造基盤を構築

プロセス

全体使命

計画・整合・監視・介入・調整・選択権・変更の行使

プロジェクト間の構造･相互作用を理解

第Ⅲ部：

プログラム価値

共通観

プログラムアーキテクチャー

プロジェクトファイナンスマネジメント

プロジェクト組織マネジメント

プロジェクト資源マネジメント

情報マネジメント

バランス指標評価（定性・定量指標）

価値の維持・改善・変更

プロジェクトマネジメント共通観をもつ

資産価値

プログラムマネジメント（１／４）

洞察力

情報処理の支援

基本属性

基本属性を持ち成果物を出せる最小単位

リスクマネジメント

価値指標マネジメント

洞察力

バリューマネジメント

資産

機能

満足

フェーズ間の協会・関係性を整合

経験･知識･資質

効率・効果・説明責任

価値定義

統合マネジメント

プロファイリングマネジメント

プロジェクト目標マネジメント

整合

モデル・文書・図面

理念

構造･機能まで設計

全体効果

相乗効果

有効性(Effectiveness)

社会･技術･文化を総合的に理解できる感覚･才能

コンセプト･モデルに分解

価値変化

価値評価の基準化（アセスメント）

獲得価値(Earned Value)
環境変化

成果物

目的

特徴

方策

方針

構成部分

基本要件

機能 シナリオを解読

ロードマップ・運営ルール作成

要求ガイド

基本仕様決定

全体構造

基本要求

創造力(Creativｉｔｙ)

シナリオ要求

全体機能

権限付与(Enpowerment)

収益責任（ａｃｃｅｐｔａｂｉｌｉｔｙ）

倫理(Ethics)

プログラムコミュニティ

プログラムアーキテクチュア

人間系基盤

プラットフォーム

中核能力を結集

知的資源の一体化（コミュニティ）

文化系基盤

［譲渡(delegation)ではない］

プロジェクト間の関係性構造化（アーキテクチャ）

方策 将来の方向性・存在意義・自己能力を認識

思考・行動ガイド

構成要素

ライフサイクル プロジェクト間の境界・関係性を整合

モジュラープロジェクト展開

シナリオ

共有意義(Context)

コミュニケーション(Communication)

問題発見

アーキテクチャーに展開

専門分野における複数のプログラムデザインの経験

プログラムマネジメントアーキテクト

状況変化による進行や制約をシミュレーション

政治・経済・社会・技術の潮流を読む

ビジョン

ミッションステートメント（曖昧性を残しても全体使命を記述）

解決方向

価値評価

基本的枠組み

ロードマップ

統合活動基本原則

プログラム基盤

プログラムミッション

価値評価の基準化（アセスメント）

マネジメント形式の具現化

プロジェクトマネジメントを定義する

共通基盤の意味を理解し、構築する

プロジェクト統合マネジメントを利用する

複雑事象

共通感

プログラムライフサイクルマネジメント

プログラムコミュニティ

マネジメントの主要な対象

プログラム戦略マネジメント

プログラム

価値評価の原則

変化柔軟性の原則

多義性

拡張性

コンセプト

コンテクスト

政治的･経済的･社会的･技術的･倫理的

問題解決

領域

相互補完効果

相乗効果

全体効果

全体効率

構造

規模

複雑性 プロジェクト間の境界･結合･ライフサイクルの複合

価値最大化

コンピテンス基盤の原則

プログラム統合

代替案への移行･中断･中止

ありのままの姿を理解

社会的要求に対応

あるべき姿

外部環境の変化に自主的に先見性を持って対応 多数の対象

多目的

環境変化不確実性

多数者による

コミュニケーションの場

ゼロベースの発想

有機的結合

広い視野と高い視点
（知恵･発想･能力･努力）

一つの思想で一体化

要求満足

複数のモジュラープロジェクトに分割

機能デザイン

資源投入

属性

要求の定義

情報系基盤

ステークホルダー状況変化

価値指標

成果責任(accountability)

全体効率

知的水準の高いコンテンツ(Contents)

経験と知恵の集中(Concentration)

全体操作性

共同(Colｌaboration)

実現価値の認識と評価

明解性・容易性・簡便性

プログラム統合マネジメントスキル

数値化・図表化・体系化

環境性(Ecology）

構造

調和価値

全体使命の明確化(ミッションプロファイリング）

戦略的意図･目的･目標･
方針･手段･行動指針

価値基盤

プログラム価値

目標

効率性(Efficiency)

イノベーション価値

理想像を目指す理念

コミュニケーションマネジメント

プロジェクト戦略マネジメント

プロジェクトシステムズマネジメント

個別マネジメント

関係性マネジメント

公正・公平

アーキテクチャーマネジメント

プラットフォームマネジメント
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期待成果

伝達性や確認を求める作業が必要

プロファイリングマネジメント

統合マネジメント

第Ⅲ部：

事前関係認知

プロセス

シナリオ展開

自主性・自発性

共鳴・共振・共進

原則

組織

プロジェクト

プログラム

求められる水準

(プリッジ機能）

将来の解決策

問題設定

将来あるべき姿

ストーリー

価値源泉の仕組み

許可依存

問題解決の教示

共生

目的・目標・手段を集中管理

合意形成

ミッションの正確な規定

期待感（期待したい）

チーム編成

プロセス 意思決定プロセス

戦略要素の識別

環境変化の予測判断

代替案の評価・選択

マネジメントプロセス

環境・状況変化認識

隠喩

問題と展望が一対､問題解決を指示

目標と手段

ミッションとテーマ

目的と目標

プロセス志向(業務間の関係・状態の変化を合理化)

期待する成果

協力関係･利害関係

コンテキスト分析

表現技術

プログラム戦略マネジメント

プログラム戦略マネジメントとは

方法論

効果

ミッション表現

関係性分析

ミッション記述

全体として道筋のある提案を用意

優先順位をつけて状況に応じて意思決定

プロセス

記述上の注意事項

ミッションの属性

解釈文法

整合･維持･調整

重要な制約を特定

楽観・悲観・中間のケース代替案の準備

基本的枠組みを策定

コミュニケーション

ミッションの全体価値を戦略的水準で解釈

リーダーシップ

環境負荷

派遣

出資

親組織人材依存

直喩

倫理性

資源依存

イノベーション内容

将来価値先取り

発想転換

市場占有

使命価値

収益

構造転換

行動転換

伝達性

6W1H

革新性

オーナーが満足するまで繰り返し修正

オーナーの価値観から接近して表現

存在価値

方向性

価値項目を列挙、明確化 価値デザインマトリックス(Value Context Matrix）

成長 環境適応

MECE(Mutually Exclusive Collectively Exhaustive）志向

使命達成を優先 複合を意図

不確実性を前提

思考形態

考え方

フレームワーク志向（問題解決の枠組み）

戦略を意図

プロジェクトの存在理由

コミュニティ志向(分散的統合で共同の意欲高揚）

コーディネート志向(目標と実績の因果関係分析･差異調整）

アーキテクチャー志向（使命をプロジェクトに構造化）

ロードマップ志向（道筋のある提案･進め方）

オプション志向(複数案の中で優先順位)

目的

マネジメント思考

伝統的思考にとらわれない

プロファイリングの役割

プログラムマネジメント（２／４）

ゼロベース志向(伝統的考え方にとらわれない自由発想)

目標

コンテキスト記述から目的・目標の相互関係を図式

ステークホルダー間の協力・対立・矛盾・制約の考慮

外部環境と組織の視点で相互関係の代替案

先見性

新奇性

コンテキストの可視化

整合性

斬新で理解しにくい多義性･曖昧性

記述者の特定の意図･歪曲排除

組織依存

トリゴー

開始時・中間時

模擬実験（シミュレーション）

実現性調査

ブレーンストーミング

状況変化想定条件

ポートフォリヲ選択（危険分散法）

要請

参加要請

不確実性の視点

テーマ・目的・目標・手段の相互関連性を明示

基準・楽観・悲観

解決と代替案

プロジェクト化
説得力

現実感（実現しそうだ）ストーリー

切実感（実現しなければならない）

現在の問題設定

シナリオとは

環境条件

説明

条件交渉条件設定

説得

強い制約

シナリオ記述

説得

事前関係評価

(Dependence Negotiation Relationship Management)
プログラム関係特性マトリックス

技術提携

競争企業ﾊﾟｰﾄﾅｰ企業 ｱｳﾄｿｰｽ企業

事前関係工夫

SWOT分析戦略的要素抽出

手法

現在ある姿

行動

ルール

実現の道筋

全体と部分の意味分析

シナリオ作成手順

目的と目標の連鎖 論理性

参加関係

技術提供技術依存 技術交渉

調整関係

特定依頼

調達交渉

協力関係

ベンダー

社会性

依存・交渉関係マトリックス

ケプナー

ミッションの実現を最優先する意思決定活動

戦略オプション（リアルオプション）

デルファイ

シナリオ法

合理的な資源配分の視点

戦略策定

戦略実行

目標と成果のギャップ評価
モデルを組合せて

複数のプロジェクト案作成

資産特性と効果から評価 最適案への意思決定

優先順位付け
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 インターフェースレベル

スキームモデル

環境負荷の予測

システム構築予算の確保

投資価値事前評価

第Ⅲ部：

システムプロジェクトモデル

成果物（例） 基本構想文書

プロジェクト入札用書類

フェーズ接近

投資・融資資金計画

実現可能性調査書

複合価値

方法論

手法

発想

資源関係等の研究調査

特定
関係性
分析環境変化による変更

実現可能性

外部関係性

規定事項

柔軟対応

構想計画 実現性に関する調査書

基本運営方針

モデルの機能的要求と
非機能的要求

共通の秩序や暗黙値を抽出､形式知化

要求仕様を明確化

状況変化でミッションを
維持できる柔軟性確保

基本要求仕様

伝達精度

プロジェクト目的･目標

モデルの完結性､接続性、相乗効果を確保

全体使命を目的体系に整合

要件

構造化プロセス

対象世界

アーキテクチャー

プロセス

要件

利用の世界（ノウハウ）

複雑系現象

開放系モデル

階層分解によりコントロール

パターンの問題

中核価値

インターフェイス

業種の世界

適用対象

（データリポジトリー）

標準モデルを結合、生まれる価値を最大化

モデル間の関係性

プロセス調整

構造化

開発の世界

知識スキル

グランドデザインを複数のプロジェクトに分解

シミュレーション

既存・新規の重要な知識を包括

システムの世界

アーキテクチャーマネジメント

デジタル化・
再利用資源

システム分析

サービス
モデル

システム
オペレーション

生態系

インスタンス事例

適用例 プログラム設計

ＥＰＣ

投資収益予測

オプション行使

再生･利用､無廃棄

投資収益の最大化

投資の事後評価

プログラムデザイン変更

環境計画

オブジェクト

システムズアプローチ

マネジメントプロセス

パターンとして知覚

使命を戦略プロセス化する

プロジェクトモデル化する

状況変化に対して構造的な解決やオプションの選択により価値を最大限に生かす管理活動

サービスモデルシステムモデル

財・サービス
の獲得

クラスとメッセージの切り分け可能

複雑な
要素

用途･改良
検索

環境予防システム

プログラムデザイン変更

ポートフォリオ選択不確実性の視点

（注）

変化の特質（構造変化・状況変化）

チェンジマネジメント

発動基準

　　設計（不確実性への対応に有力な手段を提供し、価値の相乗効果、イノベーション効果、

　　波及効果を引き出

メンテナンス費用の最少化

ライフサイクル

①プログラムデザイン：プログラム機能、プロジェクトの結合合や境界をライフサイクルの視点で

オプション行使

プログラムデザイン

プロジェクト別コスト把握

環境設計と実行

投資コストの予想回収

②プログラム変更オプション：オプション行使によるライフサイクルへの影響評価､使命価値維持

投資の中間評価

環境負荷の視点

ステークホルダーによる変更

スキームモデル

プロジェクトモデル

ステークホルダーに
基本構図を説明

基礎情報

投資の実行

ライフサイクルコスト計画 メンテナンス費用の変化

環境負荷の計測

認識性

新たな事業機会ヘ利用するナリッジマネジメントを基礎とする

全体と部分の階層構造・クラス分類

ブレークダウン発想

スキームモデル・サービスモデルと連動

システムを利用して財を生産しサービスを提供する形態

リスクとリターンが一体化しているプロジェクト期間サービスモデル

集積オブジェクト

プロセス

CASE（統合化ソフト開発環境）ツール利用

マルチプロジェクト

同期並列型

バックエンド

フロントエンド

企業内業務統合システム（ＥＡＩ）利用

ウエブ利用

プログラムライフサイクルマネジメント

同時並行型プロジェクト結合

同時並列重複回避型

複数プロジェクトの動的相互作用

全体を洞察

論理性

シミュレーション プログラムの構造関係性

情報装備する

構造を与える

構造に機能をあてはめる

概念モデルモデル化

リファレンスモデルに展開

環境とモデルの関係領域の仮説・要素・制約を導出

リアルオプション 延期・拡大・縮小・撤退・段階・転用・中断・解約金融資産以外の実物資産に対する選択権行使

ウオーターフォールモデル

スパイラルモデルサイクル型プロジェクト結合

経済性の視点

ライフサイクル

プログラムに不可欠な実現要素

バランススコアカード手法

プロジェクト協働関係

スキーム
モデル

事業機会
価値増加

利害･社会･
組織･資源 実現性

のある
調査書

基本構想書
基本方針書
基本図面

複数
シナリオ

複合知識

システム
モデル

制約要件

使命（問題）
設定と解決

文脈意味
の解読

内部構造化

体系的
価値表現

技術

資金

投資

要求明確化

プロジェクト
エンジニアリング

システム
要件充足

システム
l構築・実現

ハード・ソフト

資源投入

要素オブジェクト

フレームワーク

知識･データ
集積

編集機能

分析機能アプリケーションジェネレータポリエージェントシステム

対
話
管
理

オブジェクト志向

一体カプセル化

対象

ライフサイクル

ライフサイクル

コストの視点

分散集団型管理

同時並列重複意図型

プロジェクト結合による柔軟性

逐次型プロジェクト結合

価値維持の許容水準

プログラムマネジメント（３／４）

メ
タ
モ
デ
ル

リポジトリーレベル

知識資源
循環利用

報告機能 領
域
仕
様

イ
ン
ス
タ
ン
ス

デ
ー
タ
ベ
ー
ス
管
理

ツールレベル

ユーザー文書生成

リポジトリーと結合

不確実性を意識

品質、安全性、技術、ノウハウ、データなど新しい資源を蓄積

データベースコール

データ構造

操作方法

関係性を柔軟に表現

環境

期待成果

プロジェクトエンジニアリング

基本的オブジェクト認識

革新性

時間系で分割、状態の変化を統制
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プラットフォーム定義

マネジメント要件

第Ⅲ部：

一般：顧客・財務・プロセス・学習

指標と評価システムの改良

労務・人事

③投資回収

経済効果の実現

ミッションの価値

システム構築による

①環境経営

②環境負荷計測

①法規制

②プログラム倫理規定

②知識の生産性

達成目標

アーキテクチャーのうえだけではコミュニケーションできない問題を取り扱う

価値基盤を構築・維持・改良すること

主な目的

価値基盤を認識

関係システム境界を設計

外部サービス境界を設計

システム運用による

関係

解決力向上

知的生産性向上

プロジェクト

システムモデル

業績評価指標

重要評価要因

仕事に貢献できる職業能力

プロジェクトモデル

（内部測定指標）

社会性

Effectiveness

（説明指標）

　整合性

実現性

（外部測定指標）

Earned　Value

②期待報酬

⑤契約形式

民族文化

管理会計

④契約条項④情報公開

①使命と目的の整合

①顧客満足

価値基盤

バランス指標

③取引規定

①環境計画

③投資案の選択･決定

Efficiency

経済効果の把握発想

①契約目的

②環境思想

①運営成果

②実績報酬

③利用拡大効果

⑤実現根拠 ⑤経営の安全と信頼

①機能成果

②実現報酬

③契約履行③期待波及効果

①期待成果

③コストベネフィット評価

④地域との調和的発展

①要求と業績

②契約責任

②プログラム倫理規定

③取引規定

⑤要求機能保全

⑥ビジネス機会

①契約業績

財務会計

①法規制

②資産の生産性

④キャッシュフロー

②複数案の提示

投資会計

増加価値

①アフターサービス

②知識データ獲得

③資産の維持･保全

②ステークホルダー調和

③コストベネフィット機能

①契約目標

⑤投資価値

⑥要求機能定義

⑦ステークホルダー要求

⑤利益確保

⑥リスク抑制

③コストベネフィット提示

②状況変化の選択権

視点

②資源の生産性

③投資実行

経済効果デザイン

①法規制

②プログラム倫理規定

③取引規定

①環境デザイン

②環境契約機能

①要求と目標

プログラム：５Ｅ＋２Ａ

Ethics

Ecology

Accountability

Acceptability

バランス指標の標準型採用

キャッシュフロー

指標の有効性評価

③契約目標達成

④要求機能充実

②シナリオ

③変化の代替案

④イノベーション価値

増加価値

①ミッション

企業文化

改良倫理的原則

全体価値維持

実現の価値

規範・起立・共通言語・通信用語・取引基準

職業文化

共通の目的・社会倫理・協同の姿勢・約束履行

専門的な人材が結集し、効率的に活動する場を構築する

人間系 目的を設定

早い変化や頻繁な変更に対してネットワークを利用して柔軟に対応する場を構築

産出

地域文化

ルールを決定一般分類

情報系

ナリッジマネジメント

文化系

価値

価値創造

専門人材結集

オープン情報支援ミッション・

創造・蓄積整合

サービスモデル

活用の価値

使命・目的・役割の理解・専門用語

コンピテンスと価値基盤強化
言語･PM用語･コンピューター言語

情報処理・

予知力向上

場の設定

人間系

想像力高揚

統合

使命を維持

活性

コミュニケーション

変化に対応

情報収集・

加工・支援

機能を設計

スピードアップ

専門的な組織がプロトコルを利用して取引できる場を構築

安全性

目的

プラットフォームマネジメント

即時化

可視化

近接化

個別マネジメント

プロジェクトマネジメント

組織文化

プラットフォームを構築し利用

価値評価

社会的原則 継承された規範・習慣・手順と融合

異質な知識・文化を融合

文化系

職務原則

異質調和

コニュニティの場

協働の信頼性

プラットフォームのルール

連帯の場

外部サービスの利用

要素

プラットフォームの要件

価値創造

情報系

オープン環境創造

早期意思決定 相乗効果

機能

技術と知識の

継承・獲得・

マネジメント

使命価値と

中核能力を

知識創造

伝達・処理・

コミュニケーション

システム

システム

との境界

システムポートフォリオ・

アーキテクチャー

プロセスを

分析

プログラムマネジメント（４／４）

交流促進

オープンな協同作業

相互尊重

人的資源管理

原則

文化的土壌

尺度

視点

ステークホルダー

プロセス

チーム

計画･監視･報告の情報

基本的枠組みのデザインプロセス

視野

経済性

地球環境

自立性を維持しながら利用できる参加型の場

社会への貢献

基盤の

有効性

効率性

イノベーションの価値

構想の価値

スキームモデル

ステークホルダーとの調和

価値指標マネジメント

ＰＭ規範･実践経験･知識

魅力あるテーマと
リーダーシップ

ネット調達

知識サービス代金決裁

コミュニケーション要素

人材結集要素

物理的な場

電子的な場

情報提供

統合マネジメント（戦略･ビジョン

複合プロジェクトモデル

バランス指標作成

バランススコアカード

指標計測

報告

戦略的要素

要素の結果と因果分析

事前･中間評価

コミュニティ

コンテキストとルールの共有

専門能力

プロトコルの共有

マネジメントプロセス

場のデザイン

コンテキストの理解

プロトコルの共有
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第四部 個別マネジメント 
 
個別マネジメントの項目はいきなり戦略、ファイナンスといったこれまでに無いマネジメ

ント領域が出てきて、全部で１１項目にも亘っており、これが必要・充分条件を備えてい

るものかどうか疑問が湧いてきそうです。 そこで、PMBOK との関係において、筆者流

に構成を確認してみました。 
 
１）ＰＭＢＯＫの構成 
 

図１は、ＰＭBOK の構成を一時期若者の間で流行したルービックキューブの面構成に 
当てはめて、３次元で考えてみたものです。 

 
Ａの面には「スコープ」「リスク」「統合」マネジメントが属し、これをまとめて「課題」

に関するマネジメントと名付けることとします。 スコープマネジメントは、プロジェ

クトの対象を可視化させるもので、大枠が初期段階で決定され制約条件となるものです。 

リスクマネジメントはプロジェクトの不確実性を洗い出して対策を講じるもので、プロ

ジェクトの計画上考慮すべき要件となります。 また、統合マネジメントは、各マネジ

メント領域のインターフェースを取るもので、プロジェクトを構成するあらゆる要素間

の関係性が制約条件となるものです。 ３つのマネジメント領域の特徴としては、プロ

ジェクトの前提・環境要件として、プロジェクトに「課題」を与えるものということが

言えます。 
 
Ｂの面は「タイム」「コスト」「品質」マネジメント、所謂ＱＣＤの「目標」をマネジメ

ントするものです。 プロジェクトの「課題」を解決して、プロジェクトの目的を達成

させるための「目標」あるいはベースラインを設定し、その「目標」に向かってプロジ

ェクトの遂行計画および運営を行うことになります。 
 
Ｃの面には「組織」「調達」「コミュニケーション」の各マネジメント領域が属し、全て

プロジェクトの遂行に必要な「資源」に関するマネジメントということになります。  

即ち、組織は人的資源、調達は物的資源、コミュニケーションは基盤的な資源と見るこ

とができます。 
 
２）Ｐ２Ｍの構成 
 

これに対し、図２はＰ２Ｍの構成を、１１領域ということで多少歪になってはいますが、

同様に３次元で示したものです。 
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Ａの面には「リスクマネジメント」と「関係性マネジメント」が属し、ＰＭＢＯＫと同

様に「課題」のマネジメントと名付けることとします。 Ｐ２Ｍでは、スコープマネジ

メントは目標マネジメントの中に包含されています。 また、統合マネジメントという

領域は定義していない一方、関係性マネジメントとしてステークホルダー間の関係性に

的を当てています。（契約・交渉といった点は西洋の文化では日常のことで、特筆する

必要は無いとのことか、ＰＭＢＯＫでは「関係性」は扱われていないものと理解します。） 
 
Ｂの面は「戦略」「目標」「システムズ」「バリュー」の各マネジメントからなり、     

ＰＭＢＯＫの単なる「目標」ではなく、「創造」のためのマネジメント領域と名付ける

こととします。 
 
Ｃの面は「資源」「ファイナンス」「組織」「情報」「コミュニケーション」の各マネジメ

ントからなり、ＰＭＢＯＫと同様に、「資源」のマネジメントと定義することができま

す。 ＰＭＢＯＫとの違いは、「ファイナンスマネジメント」と「情報マネジメント」

が含まれている点にあります。 また、ＰＭＢＯＫにおける調達マネジメントは「資源

マネジメント」に包含されています。 
 

こうして見てみますと、プロジェクトマネジメントの３要素を以下の通りに定義できそう

です。 
 
１）課題解決： 環境・制約・関係性等から出てくる課題を解決する。 
 
２）資源利用： 人的資源・物的資源・金融資源・情報資源・知的資源・基盤資源といっ   

たプロジェクトに有用な資源を効率的・効果的に集約させる。 
 
３）価値創造： 戦略志向により具体的な目標を立て、その達成に向けて総力を結集し、   

個別性のあるシステムを造り上げ、全体バランスの取れた新たな価値を

創造していく。 
 
表現を変えると、「資源利用」＝インプット、「価値創造」＝アウトプット、「課題解決」＝

環境要因ということで、第四章「プロジェクトシステムズマネジメント」の中に出てくる

システムズアプローチ（システム環境図式）にはまっていることが理解できると思います。 

また、同章で示している３種のシステム層の内の第三層「プロジェクトシステム層」、即ち

プロジェクトそのものをシステムとして捉えるということの妥当性をまさに証明したこと

になります。 
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   統合マネジメント

  スコープマネジメント

タイムマネジメント

コストマネジメント

品質マネジメント

調達マネジメント

コニュニケーションマネジメント

図１ ＰＭＢＯＫ個別マネジメント構成

関係性マネジメント

戦略マネジメント

目標マネジメント

システムズマネジメント

バリューマネジメント

   資源マネジメント
    組織マネジメント

   ファイナンスマネジメント
    情報マネジメント

   コミュニケーションマネジメント

図２ Ｐ２Ｍ個別マネジメント構成

  リスクマネジメント

組織マネジメント

   リスクマネジメント

構
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資
 
 

源
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標

資
 
 

源
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課
　
　
題
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第一章 プロジェクト戦略マネジメント 
 
本章は、ＰＭBOK に代表されるこれまでのプロジェクトマネジメント知識体系には前提条

件となっていた、プロジェクトの戦略的要素について解説しています。 プログラムにお

ける統合マネジメントの中の戦略マネジメントと共通点が多くありますが、ここではプロ

ジェクトを実施するための戦略に視点を置いているものと理解してください。 
 
構成は以下の通りとなっています。 
 
１）戦略的プロジェクト評価 
  評価の視点（短期・長期）と評価手法から構成されています。 手法については、投   

資収益性の考え方に加え、バランススコアカードとプロジェクトポートフォリオとい

った最近の経営手法が取り入れられています。 
 
２）プロジェクト基盤システム 
  プログラムに関しては、第三部で「プログラム（共通）基盤」として論ぜられていま

すので、本節は第二部で扱った方がわかりやすいかも知れません。 いずれにしても、

プロジェクトの組織内の共通基盤システムについて述べています。 基盤システムは、

企業戦略を効果的に達成するためのモデルとなるもので、「プロジェクトドメイン」

「プロセスドメイン」「組織ドメイン」「ファイナンシャルドメイン」「ナリッジドメ

イン」で構成されています。 
  ａ）プロジェクトドメインは、プログラム(長期的な目標を持った活動)・プロジェクト

(具体的な成果を出す活動)・タスク(確実な作業実行活動)という３種のモデルの組

み合わせとなっています。 
  ｂ）プロセスドメインは、プロジェクトワークプロセス（成果物を創造するための手

順）とマネジメントサイクル（課題解決のための手順）という２種のモデルの組

み合わせとなっています。  
ｃ）組織ドメインは、プロジェクトを実施するための組織構造モデルで、事業構成と

機能構成の２通りのモデルからなっています。 
ｄ）ファイナンシャルドメインは、企業価値の高揚・投資活動・資金調達といった活 

動モデルの組み合わせとなっています。 
ｅ）ナリッジドメインは、知識化・情報化・データ化というプロセスモデルの組み合

わせにより学習効果を発揮し、また企業内において知識の共有化が促進できるも

のです。 
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３）アライアンス 
アライアンスというよりパートナリングという方がピッタリきますが、組織間の基盤

システム（ここで言う組織とは、対象プロジェクトを実施する組織で社内の部門のこ

とではない）と理解できます。  
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プロジェクトファイナンス

共有する資源

共有する技術

関係するプロジェクト

余剰金

公式化

グループ化

負債

経済付加価値（ＥＶＡ）

知識化

アライアンス

ジョイントベンチャー

コンソーシャム

戦略的アライアンス

アウトソーシング

パートナリング

アプリケーションサービスプロバイダー

株主資本

基本原則

資本金

知的負債

知的資本

資産形態 知的資産

会計的負債

新規投資

プロジェクト基盤システム

プロジェクトドメイン

プロセスドメイン

プログラム プロジェクトの取捨選択

プロジェクトの優先順位設定

プロジェクト間の調整

プロジェクト間の統合

標準化

共有する成果物プロジェクト

プロジェクトの優先順位

共有する情報

共通化・統合化

非合理化

プロジェクトワークプロセス

プロジェクトマネジメント

合理化

差別化

コストパフォーマンス

マネジメントサイクル

タスク 削減

専門化

事業構成

指揮命令系統

カンパニー制

ＳＢＵ

達成すべき業務指標

資金調達

復旧投資

効率化投資

プロジェクト投資

維持更新投資

Win-Winの関係

行動計画

投資収益性評価

ＳＤＧ(Strategic Design Group)

収益性

リスク

リアルオプション

投下資本利益率

株主資本利益率

プロジェクトポートフォリオ

バランススコアカード

機能構成

回収期間

内部収益率

DCFに基づく正味現在価値

企業価値

ファイナンシャルドメイン

組織ドメイン

長期的な視点

社内プロセス改善

人材育成からみた貢献度

企業ブランド向上

事業展開費用

技術的革新性､貢献度

完了までに要する期間

環境･社会面の受容性

市場競争力

創出キャッシュフロー

成功確率

開発投資コスト

戦略的なプロジェクト評価

企業戦略との適合度、貢献度

市場規模･インパクト

短期的な視点

プロジェクト戦略マネジメント第Ⅳ部第1章：

顧客の視点

数値目標

視点

利用目的 プログラム選定

プロジェクト目標設定

プロジェクト選定

展開方法

共有化

投資案件承認の重要ポイント 企業戦略との整合性

規模と意志決定レベル

権限委譲と責任の明確化

透明性の確保

意思決定基準の確立

学習と成長の視点

プロセスの視点

財務的視点

ナリッジドメイン

効率性・スピード化

データー化

目的

プロセス

情報化

コアコンピタンスの量と質を高める

形態

定義内容

会計的資産

手法

把握事項

目標

プログラム･プロジェク

相互信頼

評価手法

プログラムマネジメント

マネジメント範囲事業部

清算価値

集権化･分権化

将来的価値

前提 継続価値
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第二章 プロジェクトファイナンスマネジメント 
 
本章では、プロジェクトファイナンスの組成プロセスについて解説しています。 Ｐ２Ｍ

では資金も資源の一つとしていますので、資源マネジメントに含めるのが本来ではありま

すが、その特殊性から、個別の章を設けたものと理解できます。 また、プロジェクトフ

ァイナンスではなく、一般の資金調達に関する事項は戦略マネジメントの中の「プロジェ

クト基盤システム」の中で議論されています。  
 
資金調達に関しては、経営者あるいは財務部門が考えることとして、プロジェクトチーム

の所掌範囲外であるとする認識は改めなければなりません。 プロジェクトファイナンス

を取り入れる場合には、当然財務部門の専門家を巻き込んで対応する必要がありますが、

プロジェクトチームとしてもスキーム構築のための検討を行う上で一般的知識を持ち合わ

せておかなければなりません。 これは、契約における法務部門の関わりと同様と考えて

ください。 
 
プロジェクトファイナンスとは 
 
高度成長時代には、確固たる企業信用力を担保として、民間事業はグループ金融機関から

の借入により、こともなく新規事業を立ち上げてきました。 公共事業においても、税収

増加を背景に惜しげもなく開発が進められてきました。 しかし、バブル崩壊後は政府・

民間とも与信能力が著しく低下し、新規事業（プロジェクト）を実施するにも、先立つも

のの調達力に限界が生じる状況となってきています。 銀行にとっても、これまでの企業

とのグループ関係による信用貸しの行き過ぎが、不良債権という形であらわれてきた反省

から、資金運用上のリスクマネジメントの強化が余儀なくされています。 そこで、プロ

ジェクトファイナンスという手法がクローズアップされるようになってきたものです。 

プロジェクトファイナンスは、これまでも大型プロジェクトに限って利用されていたもの

ですが、昨今はＰＦＩ手法の資金調達手段として、中小プロジェクトにも適用が検討され

ています。  
 
プロジェクトファイナンスによってプロジェクトを企画する企業ブループ（スポンサー）

は、新規合弁企業（ＳＰＣ＝Special Purpose Company）を設立し、プロジェクトに出資

という形で参画する一方、ＳＰＣは実態の薄い企業体ですから、プロジェクトの実施に主

体的に関わり、そのリスクを主体的に担うことになります。一方、融資金融機関は、その

プロジェクトの収益性とスキームの安定性のみを担保として（親会社に融資担保の遡及を

行わない）融資を行うことになります。言い換えると、スポンサーとＳＰＣは隔離された

主体として扱われるため、企業にとって、ただでさえ資金不足の折に、新たなプロジェク
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トに対し企業信用力の枠を使わずに融資を受けることができるということで、事業拡大・

転換への動機付けとなります。 
 
また、プロジェクトファイナンスを実際の事業で利用するということは未だ稀なケースで

はありますが、プロジェクトの評価を資金という資源を投じる立場で検討するというとは、

ファイナンススキームの如何を問わず重要なことであり、専門職業人としては心得ておく

必要があります。 

-26-



返済保証はしない

スポンサー

一般投資家

供与可能額

借入れ期間の長短

手続き期間・要件

ステークホルダーに対し規律を課す

リスクの厳格な精査

資本や負債の追加拠出枠の設定

キャッシュフロー分配優先権

リスク負担

第Ⅳ部第２章：

条件（ライフサイクルコスト）

代替案の検証

プロジェクトファイナンスマネジメント（１／２）

判断要素

拠出者間調整 協調と分担の枠組み

費用便益の検証

基本条件の摺り合わせとコミット

詳細条件交渉

資金要素の選択と特定化（リソーシング）

資金の金額

資金拠出のあり方

資金の拠出者

基本選択

要素の抽出

機関投資家

市中銀行

国・自治体

国際機関

資本

資金拠出形態

資金の種類

担保設定構想 セキュリティパッケージ

資金拠出者

コスト大

コスト小

スポンサーからの劣後融資

劣後融資

普通株式

社債
転換社債

金融期間からの融資

負債

準資本

プロジェクトリスクマネジメント
スポンサーの財務状況・業績予測

ステークホルダーにリスクを分担させる

必要な資金拠出の基本的枠組みのデザイン

内部資源と外部資源

融資適格性

最適リスク分担､調整、契約
事業性・経済性評価

基本構想 プロジェクトの基本構想

資金調達構想

ステークホルダー特定展開方法

プロジェクトファイナンス

暫定事業性評価

コーポレートファイナンス

（土地・株式等）

プロジェクトキャッシュフロー
プロジェクトキャッシュフロー
プロジェクト全資産（有形･無形） スポンサーの一般財産の一部

スポンサーの信用力
スポンサーの全ての事業収益

実行可能な枠組みと最適な仕組みの創出

借入金返済原資
担保

スポンサー持分株式
プロジェクト事業性

各種契約上の権利

リスクの費用化

組み合せの多様化

事業性へのインパクト

制度金融機関
優先株式

コスト中

プロジェクトファイナンスの仕組み

業務プロセス

モラルハザード（リスク負担と財務負担が非対象的）対応

資本の効率化

債務返済の非遡及性（オフバランス化）

レバレッジ最適化

リスクと費用分担の仕組みの基本

依存関係と市場における代替性

検討項目

基本構想の創出と選択

資金要素の選択と特定化
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キャッシュフローを生み出す実行性ある担保

プロジェクトの実行性確保

目的 リスク顕在化を防ぐ動機付け

プロセス

全体枠組みの設定と検討プロセス

原則事項

ファイナンスの実現

事業性・経済性評価

スポンサーの出資持分への担保権設定

諸契約上のプロジェクト会社の権利の事前譲渡合意契約

プロジェクトを支える
契約構造の安定性と強さ

収益構造

仕入れコスト・体制・仕組み・管理・実現のあり方

融資適格性評価

プロジェクト枠内でのリスク軽減・分担管理の枠組み

法的強制執行力

セキュリティドキュメント

銀行講座に対する担保権設定

個別リスクの詳細評価

リスク評価

担保要素 担保価値

コンティンジェンシプラン

対応計画

契約による動機付け

ＤＣＦ/ＲＯＥ/ＲＯＩ/ＩＲＲ

債務資本比率(Debt Equity Ratio)

年度別元利返済カバレジレイシオ）

事業性悪化ケース検証

リスクプロテクションプランローンライフ元利返済カバレジレイシオ

ダウンサイドシナリオ

安全性評価

権利義務関係の再構築

投資収益性評価

リファイナンスとファイナンスリスクの小口分散化

基準事業採算ケースの設定

財務会計分析
適切な（実行性のある）
担保の枠組み

リスクを適切に管理する
プロジェクトの仕組み

収益性と
債務返済能力

リスク認識・把握、
管理の仕組み

最適リスク分担、調整・契約（リスクアロケーション）

創意工夫

資金拠出者やリスク負担者のリスク許容度

プロジェクトの破綻退出の形態

経済的なインタリストの第三者への売却や譲渡

後向きな退出

動態性

リスクと費用と事業性とのバランス

要件

第Ⅳ部第２章：

要素の最適化

責任と役割の明確化

実行可能な枠組みと最適な仕組みの創出（ストラクチュアリング）

スキーミング プロジェクトスキーム

健在化した場合の財務的帰結を分担者が負担

可変性

主体の退出と参入の枠組み設定

代替性

相互連関性

事業採算モデルの確定

事業採算モデルの最適化 最適な枠組み創出 連鎖波及性

顕在化した場合の影響軽減の動機付け

ワーストケースシナリオ

前向きな退出

実行可能なプロジェクトの枠組み成立

過度なリスク分担はリスク顕在化の可能性増大

リスクとリワードは代替的

例：金銭的保証⇒契約履行保証

すべての関係はリスク分担事項

リスクの属性転換・代替も可能

各種感度分析

最適性＝分担のバランス

不動産･動産･債権等の担保権設定

対応策策定

対象の特定化と分析

第三者対抗要件

インパクトの把握

リスクの連関性と連鎖波及性

その有効性を確認担保の実効性

プロジェクト契約と融資契約、担保関連諸契約

プロジェクトにとって最適・合理的分担

要素と情報の収集 リスクの定量化

ファイナンススキーム 要素（主体）の代替可能性を前提とする契約関係

暫定事業採算モデル

全体の最適化

構成する要素の検討 ＥＰＣ・マーケティング･調達（燃料等)･操業・サイト等特定検討項目・その他（顧客・市場要請）

詳細資金調達計画の検討 個別要素の段階的実現検討

発生時の対処主体・方法を決定

ステークホルダーとの権利・義務関係の要素を把握

キャッシュフローの把握

プロジェクトファイナンスマネジメント（２／２）

あらかじめ可能性を融資銀行団に確認

リスク分担の基本

予測・予見性を高める

起こりうる事象を定義

諸契約の前提要件

有効性

継続性

実効性

関係主体の履行能力

事業性･経済性

プロジェクトの財務見通し

スポンサーの力量と能力

採用技術・設計･建設・運営・
操業等の体制

プロジェクト全体構成と
ステークホルダーの当事者能力
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第三章 プロジェクトシステムズマネジメント 
 
本章では、プロジェクトをシステムとしてとらえ、マネジメントしていく手法を以下の構

成で解説しています。 
 
１）システムズマネジメント 

適切なものの見方に基づいてプロジェクトに関わる諸要素を捉え、関係付けて、全体

システムとして矛盾のない構造に保つ活動をシステムズマネジメントといいます。 
 
２）システムズエンジニアリング 

プロジェクトの課題をシステムとして捉え、記述し、各要素を関係付けながらシステ

ムを実現し、それが期待どおりのものであるかを確認するプロセスをシステムズエン

ジニアリングといいます。 Ｐ２Ｍではホールのシステム工学方法論に基づき、プロ

ジェクトフェーズを、「調査探求フェーズ（プログラム計画）」「探求計画フェーズ（プ

ロジェクト計画Ⅰ）」「開発計画フェーズ（プロジェクト計画Ⅱ）」「開発フェーズ（実

行フェーズⅠ）」「カレントエンジニアリングフェーズ（実行フェーズⅡ）」の５つのフ

ェーズに分けて説明しています。 
 

３）システムズアプローチ 
システムの構成要素（インプット・アウトプット・手法・ツール等）、環境要因（制約

条件・外乱等）の関係を見つけ出す思考方法をシステムズアプローチといいます。    

Ｐ２Ｍでは、いくつかのシステム環境図式（ハードシステムズアプローチ）を例示す

ると共に、ソフトシステムズアプローチ・モデリング等の手法を紹介しています。 
 

システムの層として、以下の３層に区分けをしています。 
 
１）顧客サービスシステム層： 顧客に提供するサービスをシステムとして捉える。 
 
２）製品層：         成果物自体をシステムとして捉える。 
 
３）プロジェクトシステム層： プロジェクトそのもの（活動）をシステムとして捉える。 
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第Ⅳ部第３章： プロジェクトシステムズマネジメント（１／２）

プロセス

体制

目的

手法

因果関係や利害関係を考慮、定性的な特性も把握社会的課題

変更管理

システム間調整

プログラムマネジメントへの提言

作業環境整備

基礎概念

最良システム選択

システム工学：要求事項を詳細にし開発実行を評価･支援

システム工学者から開発工学者へ

サブシステム

制約条件

システムのマクロ特性

目的

構成要素

測定方法と尺度選択

計画内容

結果の報告と周知

開発計画フェーズ（プロジェクト計画Ⅱ）

操作形態

変更形態

Operations Research・構造解析・シミュレーションシステム

シナリオ作成

プログラム計画立案

プログラム計画見直し

使命・役割・機能・変換等

継続的な改善活動

各種インフラ整備

名称尺度

順序尺度

問題解決の立案

プログラム解決案の立案

個別計画の立案

概念規定

実現可能性目処立つまで

ボトムアップ

モニタリング

根拠を明らかにする

環境

フェーズ構成

入手可能な資源を組み立て内部構造化

概念形成

必要な情報収集

進捗把握

感覚尺度What ｉｆ思考

集中システム

分散システム

拡張・追加可否

分割可否

問題解決のステアリング

プロジェクトシステム層

意図する結果、意図しない結果の吟味

システムズマネジメント

顧客サービスシステム層課題の対象世界 構成管理

Ｐ２Ｍとシステムズマネジメント･システムズエンジニアリング･システムズアプローチの関係

管理

製品層

システム システムズマネジメント

システムズエンジニアリング システムズアプローチ

相互作用

利用
Ｐ２Ｍ

補足

情報提供

トップダウン詳細度

調査研究フェーズ（プログラム計画）

探求計画フェーズ（プロジェクト計画Ⅰ）

システムズエンジニアリング

内部構造

外部環境との相互関係

価値システムの設計

階層構造

比例尺度

価値システムを意識

開発フェーズ（実行フェーズⅠ）

システム運用を通して更に性能を高める活動

カレントエンジニアリングフェーズ（実行フェーズⅡ）

システム合成（複数案作成）

システム解析

情報提供

人力と費用・スケジュールや仕事の優先順位

開発の実行決定後の実行のための計画

開発目的と手段を明確にした評価

実行する仕事の全プログラムを調査

管理部門の意見を統一

問題の設定

目的選定

記述

客観的データ

-30-



手法

第Ⅳ部第３章： プロジェクトシステムズマネジメント（２／２）

自己組織性を持つ

コラボレーション

ナリッジ活用

一般型

事業領域固有技術
もの

多数の自己組織性要素 複雑系

自由
連想法

価値連鎖
（ビジネスモデル）

内部構造
システムの

カオスの縁 カオスとシステムの間に問題が存在

サブシステムに動的モデルを先に記述しておく

現象の解析･ケーススタデイ

シミュレーション

標準的モデリング技法

非数値化

数値化

Integrated Definition (IDEF)

Unified Modeling Language（UＭＬ)

価値創造

部分を見ることから全体を見ることへ

目前の状況対処から将来の想像へ

商品･サービス構成

資産構成

事業システム改革 価値連鎖の再構成

事業ポートフォリオ再構築

意識改革

手法

ワークフロー･ビジネスプロセス

収束技法
ストーリー法

プレーンライティング法

形態分析法

状態遷移モデル

動体モデル

チェックリスト法
属性連想法

発
散
技
法

明快な手順を持つ類比発想法

ブレーンストーミング法

シネクテクス

強制
連想法

ＢＳを繰り返しゴールを目指す

類比を見つけて物の発想を考える

物の特性を分析し改良を考える

カードＢＳ法

入出法

システムズアプローチ

産出
ハードシステムズアプローチ

ＩＤＥＦ

投入

一般型システムのマクロ特性

問題解決技法
投入

使命･役割･機能･変換

ブレーンストーミング

システム環境図式

全体と部分

ポーター市場（顧客）構成

ステークホルダーが思うままに図式化

ソフトシステムズアプローチ ＫＪ法

ワークデザイン

基本概念

概念形成と問題形成

産出

企画や文章を纏める時に利用する

可能要素を組み合わせて発想する

ＫＪ法

集団で行う沈黙発想法
課題の思考方法を決める

企業間
競争

サプライヤー

欠点列挙法・希望列挙法

外乱

バイヤー

中小課題で発想させ飛躍を目指す

メソッド
(方法論・資源・ツール）

顧客層
顧客機能

一般型図式採用

制約

制約

制約 外乱

プロセス

プロセス

所与の条件

入出力モデル（ＩＰＯモデル）

統合技法
短時間で問題解決ステップを実行ハイブリッド法

受動的な立場から参加者へ

視点 実体･関連

実体・事象と状態遷移

静態モデル

理想象から現実へのステップワークデザイン
計画立案をカードで簡略化カードパート法

特性要因図

個別データを集約して図示する親和図法
情報の整理と評価を一気に行う

業務改革・組織改革

多数の要素が複雑に
絡み合っている対象

時間と共に変化する状況

モデル要素の関連付け

モデルの調整 クロス法

ひと

モデルの利用

モデリング

ＮＭ法
ゴードン法

類比法

マトリックス法

プロセス

モデル範囲の定義

モデル作り手法の決定

相互作用

手続き

機能と変換

目的と手段

事業構成（選択と集中）

対象システム

モデル要素の特定

経営資源配分

コミュニティ

業務プロセス改革（リエンジニアリング）
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第四章 プロジェクト組織マネジメント 
 
本章では、プロジェクト組織形態の視点で「プロジェクト組織」と「プロジェクトチーム

編成」、能力開発の視点で「リーダーの資質と育成」と「組織成熟度（資質）」という構成

になっています。 
 
１）プロジェクト組織 
  組織形態として、機能型組織、プロジェクト型組織、マトリックス型組織の得失につ

いて述べています。 また、プロジェクトオフィス（支援型、管理型、ライン型）の

役目について解説しています。 
 
２）プロジェクトチーム編成 
  プロジェクトチーム編成に関して注意すべき以下の点について解説しています。 

ａ）プロジェクトマネージャーの選定基準と付与権限 
ｂ）プロジェクトチーム員の権限および責任分担 
ｃ）配員計画 
ｄ）チームビルディング（チームとしての遂行能力を高める活動） 
 

３）リーダーの資質と育成 
  プロジェクトマネージャーやグループリーダー等のプロジェクトリーダーとなる人材

に要求される資質とその育成方法について述べています。 ここで挙げられている資

質要件を全て備えている人は実在しないと言っても過言ではありませんが、それを可

能な限り高めるための意識改革が必要ということになります。 
 
４）組織成熟度 
  プロジェクト基盤（第二章「プロジェクト戦略マネジメント参照」）の「プログラム」

「プロジェクト」「タスク」の上に「企業戦略」を加え、それぞれ５段階（場当たり的、

計画的、科学的、統合的、最適化）での組織成熟度評価指標を提言しています。  
  この内容を覚えること自体には、あまり意義を感じませんが、試験対策としては、評

価の根拠となる要点を理解しておくことをお勧めします。 
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マトリックス組織

プロジェクトマネージャーの資質と育成

技量

チームを勇気づけ発展と
成長のために率先垂範

グッドコミュニケーター

性格

公約を企画し結果を引き出す

グループとしての決定を導く

内部的衝突を治める

メンバーをチームに馴染ませる支援者

問題解決支援

敏速な必要な技術・要因調達

プロジェクト終了後の人員再配置

プロジェクトマネージャー専任基準

顧客関係性

第Ⅳ部第４章：

別紙②

指示的

ＯＪＴ／ＯＦＦ．ＪＴ／キャリアディベロップメント

特性理論

成果を上位マネージャーにプレゼンできる

事象を明確に伝達する

ＰＭ理論：生産性（Ｐ）／モラール（Ｍ）

集団力学

コンティンジェンシー理論

決断力

効率的なエキスパートの育成・保持

プロジェクト組織外環境

支援型

管理型

関連業務の状況の可視性
最小限の調整機能で効果的な意思疎通

チーム構成員の文化的差異

他プロジェクトとの関係

情報がプロジェクト間で共用

人的資源の有効活用

長所

長所

専門職務のコンピテンシー

プロジェクトチーム編成

指揮・命令系統が単純明解

情報の流れが単純明解

ライン型

タスクフォース型組織

敏速な対応・処理が可能

プロジェクト単独で問題解決プロジェクトオフィス

プロジェクト外との対立調整少ない

経済的側面・人間的疎側面に配慮した
技術的決定事項を

委任的

定常組織との関係

指示命令が末端まで迅速かつ正確に伝達
敏速な意思決定

明解なプロジェクトへの方向づけ

プロセス

プロジェクト組織内環境

弱点を指導し､品質維持向上させる仕組み

プロジェクトチームの編成

リーダーシップ

全体の意思統一力

宣誓

行動指針

リーダーシップ

倫理綱領

積極的

教示的

状況適用理論：協労的／指示的

リーダーシップ理論

目標達成の為の動機づけの仕組み

プロジェクト共通目標を統合し、意識を高揚、効果的プロジェクト遂行

時間・情報を重視する

目的

問題解決・変更管理・決定にも効果的

最適人材

行動様式

組織体制

プロジェクト組織マネジメント

プロジェクト組織環境

責任分担表

プロジェクト組織の要件

権限委譲による連帯感助長の仕組み

要件

組織の形態

プロジェクト組織

機能組織

チームビルディング

チーム員の責任と権限

責任・権限・情報を一点集中化

時と場所によって形態・命令系統・マネジメント階層・職種・配員の最適化

プロジェクトの人員計画と同時に、遂行組織の人員計画に利用配員計画書

ＩＴ技術により
バーチャルオフィスも可能

（状況適応理論）

実際に追求し成果をあげる

放任型 温情型

問題解決能力

ストレス耐性

管理能力（ＰＭアート）

マクロ的判断力

協
労
的

効果的コミュニケーション力

広範な知識で広い分野の
仕事をこなす

要件

物事に拘らず､問題解決力

職務群の適正
問題発見

戦略志向

論理的に説明

折衝力

適応性・斬新性

チャレンジ・学習意欲

高い業績者を選定

コンピテンシー（特定職務にあって反復的に優れた実績をあ
げる現職者の持つ特性）評価

対人関係でリード
組織活動に乗せる

専門職務の明確化

高業績の定義

参加的

スタイル論

プロジェクト要員の資質と能力

一般的資質 別紙①組織成熟度

モラール

専制型 理想型生
産
性
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環境対応

行動

創造

マネジメント

添付①

信頼性

決断力

分析力

広い視野

判断力

協調性

社交性

協同

プロジェクト組織マネジメント第Ⅳ部第４章：

把握力

問題解決

組織運営

調整力

包容力

動機付け

説得力

精神力

ストレス耐性

論理的思考

計画性

企画力

業務

マネジメント

積極性

好奇心

国際問題対応力

教養

体力

知識 技術

国際感覚国際性

耐久性

国際問題理解力

責任感

適応性

論理性

実行性

状況適応

バイタリティ

柔軟性

社会性

プロジェクトマネジメントに必要な一般的資質

リーダーシップ

交渉力

関係性維持

自己表現力

自己表現 折衝力
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１． ２． ３． ４． ５．

第Ⅳ部第４章： プロジェクト組織マネジメント 添付②

戦略～ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ～ｻｰ
ﾋﾞｽ～戦略のｻｲｸﾙ確
立。

成功要因を達成するた
めの具体的ｱｸｼｮﾝがﾌﾟ
ﾛｸﾞﾗﾑ・ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄとして
ﾌﾞﾚｰｸﾀﾞｳﾝされる。

組織が変化を受け入
れ、新しい試みを積極
的に進める文化が醸
成される。

組織成熟度

計画的 科学的 統合的計画的 最適化

企業ﾋﾞｼﾞｮﾝが浸透し､
共通ﾋﾞｼﾞｮﾝをもとに戦
略からﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄまで統
合的にﾏﾈｰｼﾞされる｡

ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑﾚﾍﾞﾙまたは組
織ﾚﾍﾞﾙでｷｬﾊﾟｼﾃｨﾌﾟﾗﾝ
ﾆﾝｸﾞが行われ、ﾌﾟﾛｼﾞｪ
ｸﾄの取捨選択、規模・
実施内容の決定、投
入・完了のﾀｲﾐﾝｸﾞ等が
現実的な要員能力に
対してﾁｪｯｸされる。

資金とﾘｿｰｽ 組織維持(ｵﾍﾟﾚｰｼｮﾝ)
に費やされる。

戦略実践 組織内部で共有化され
ていない｡ 具体的ｱｸｼｮ
ﾝも取られていない｡

立案ﾌﾟﾛｾｽにﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ
の成果を反映する｡

ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑのｽｺｰﾌﾟや実
施すべきﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄを取
捨選択するためのﾌﾟﾛｾ
ｽが整備される。

主観的で､組織として
のﾙｰﾙ付けが存在して
いない｡

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ取捨選択
および優先順位
付け

ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑﾏﾈｰｼﾞｬｰが任
命され、ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄに関
与できる環境が整備さ
れる。

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ文化

戦略とﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの
結合

ﾄｯﾌﾟﾀﾞｳﾝで立案｡組織
内で内容が正しく伝達
されている｡

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ選択に戦略要
素が議論される。

戦略実現のための具
体的活動と認識。

存在しない｡

意識欠如

ﾀｽｸのﾃﾞｰﾀが定期的に
分析され、組織として
の無駄や合理化が特
定できる。

組織の長期的な要員
配置が計画できる。
（複数のﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄが混
在することによる混乱
が減少する。）

戦略の実現をｺﾝﾄﾛｰﾙ
する仕組みとしてﾊﾞﾗﾝ
ｽｽｺｱｶｰﾄﾞが利用され
る｡

ﾃﾞｰﾀ分析に基づいた
ｼｽﾃﾏﾃｨｯｸなﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ
管理が実践される。
ﾃﾞｰﾀが関係者から定
期的に提出され、可視
化される。

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｵﾌｨｽによる複
数のﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄを支援す
る体制と環境｡

組織的なＰＭ教育の徹
底、およびＰＭｽｷﾙﾏｯ
ﾌﾟ採用。
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄﾏﾈｰｼﾞｬｰの
ｷｬﾘｱﾊﾟｽ提示。

ﾏﾙﾁﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ
と統合ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄが達成
され､企業が持つﾌﾟﾛｾ
ｽに従って整然と運営
される。
全体最適化達成。

立案ﾌﾟﾛｾｽに経験を
持った各個人のｱｲﾃﾞｱ
や提案が積極的に取り
入れられる｡

新規のﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄがどの
ような影響を与えるか
は、ﾎﾟｰﾄﾌｫﾘｵで時系
列的に分析できる。
ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑの指標値は戦
略の変更に対して柔軟
に対応できる。

企業戦略の達成度が
種々の指標で可視化さ
れ､必要な改善ｱｸｼｮﾝ
がﾃﾞｰﾀの予測値をもと
に実施される｡

ﾀｽｸの質 確認するﾌﾟﾛｾｽ無し。 ﾀｽｸに関するﾃﾞｰﾀは個
人的に蓄えられており､
組織的にﾃﾞｰﾀを取る仕
組みが存在しない｡

PMﾌﾟﾛｾｽが最適化さ
れ、企業がおかれた環
境に応じた最適PMﾌﾟﾛ
ｾｽがいつでも作りだせ
る。
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄﾃﾞｰﾀを定期的
に分析し、問題のﾌﾟﾛｾ
ｽを直ちに改善できる。

ﾀｲﾅﾐｯｸで環境に合わ
せて変化できる自由度
と柔軟性を持つ組織。

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ
ﾌﾟﾛｾｽ

一部のﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ或いは
組織でのみ利用｡
ＰＭﾂｰﾙを利用した可
視化（ｽｹｼﾞｭｰﾙ管理）。

下流からのみならず、
部門間の横断的融合
を通した戦略へのﾌｨｰ
ﾄﾞﾊﾞｯｸがなされる。

改善対象となるﾀｽｸが
定量的に把握され、組
織ﾚﾍﾞﾙで標準ﾀｽｸの内
容の合理化と共有化
が促進される。

ﾁｰﾑの能力に左右され
る｡

戦
 
 
 

略

プ
ロ
グ
ラ
ム

プ
ロ
ジ

ェ
ク
ト

組織体制

ﾌﾞﾚｰｸﾀﾞｳﾝ WBS等を利用した洗い
出しすら行われていな
い。
大きさはばらばらで、
責任も不明確。

ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑの概念が希
薄｡
責任体制が存在してい
ない。

ﾀｽｸの改善が組織だけ
でなく、各個人ﾚﾍﾞﾙで
も提案、実践される。
提案された改善は組織
として標準化、共有化
される。

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの利益・生産
性に関するﾃﾞｰﾀが一
元化され、可視化され
る。
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄﾎﾟｰﾄﾌｫﾘｵの
情報が信頼性の高い
ﾃﾞｰﾀで更新され、優先
順位･方向性が判断さ
れる｡

タ
ス
ク

ﾀｽｸの進捗状況・品質
状況・生産性等が可視
化され、誰でも認識で
きる。

整備する活動なし。
ｽｷﾙ向上のための組
織的活動もなし。
場当たり的な対応。

個人の能力に左右され
る｡

成功要素

過去の経験によりﾀｽｸ
を洗い出している｡（経
験の無いﾀｽｸ対しては
ﾄﾗﾌﾞﾙが多い。）

過去のﾃﾞｰﾀによりﾀｽｸ
が標準化される｡標準
WBS/標準作業手順書
が組織的に整備され、
誰もが利用できる。
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第五章 プロジェクト目標マネジメント 
 
ＰＭＢＯＫの個別マネジエメントの中のスコープ・タイム・コスト・品質の各マネジメン

ト領域の他、アーンドバリューマネジメント、報告・変更管理、引渡し管理といった    

ＰＭＢＯＫではコミュニケーションマネジメントの一部とされる範囲までカバーしていま

す。 また、ライフサイクルマネジメントについても本章の中に包含されています。 
 
１）プロジェクトライフサイクルマネジメント 

またの名をフェーズドプロジェクトマネジメントと呼び、フェーズ分けしてフェーズ

毎にその特徴に合わせた管理をすることによって最適化しようとするものです。  

通常、フェーズ毎に目標を定め管理が行われます。 ライフサイクルコスティング（Ｌ

ＣＣ）というアプローチ手法が紹介されていますが、これは最近のＰFI 事業では合言

葉のようにして使われているもので、全ライフサイクルのコストを現在価値に置き換

えて評価するものです。 また、代表的なフェーズ分けを業種別に例示しています。 
 
２）スコープマネジメント 

「スコープ計画」、ＷＢＳ（Work Breakdown Structure）による「スコープ定義」、「ス

コープ変更管理」というプロセスを解説しています。 
 
３）タイムマネジメント 

構成は以下の流れとなっています。 
ａ）スケジュールを立てる上での要件として、実現性、コストとの関係、予備知識の

必要性を強調しています。 
ｂ）事前作業として、マネジメント方針の確認およびコントロール対象の定義付けを 

挙げています。 
  ｃ）スケジュール計画を、実現性・経済性の確認、遂行方法・手段の具現化、工程会

議、進捗管理計画、リスクの推定、再計画というプロセスに分けて解説していま

す。 
  ｄ）実施段階に入って、計画をベースとして進捗管理・監視を行うポイントを示して 

います。 
  ｅ）進捗管理・監視で得たデータの分析と予測を行うポイントを示しています。 
  ｆ）スケジュール達成意識高揚の重要性とそのためのコミュニケーション・チームビ 

ルディング向上対策の必要性を説いています。 
  ｇ）最後にＣＰＭ等のスケジューリング手法を解説しています。 ＣＰＭの計算問題    

は認定試験に少なからず出題されるもので、点数を確実に稼ぐ項目として、確実

に理解しておいてください。 
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４）コストマネジメント 

構成は以下の流れとなっています。 
ａ）コストエンジニアリング： コストに関する科学的な理論（真理）を取り入れる

ものです。 
  ｂ）見積り手法： プロジェクトは不確実性を前提としたビジネスであり、見積りに 

おいても単なる積算では片付けられません。 その手法と不確実性に対応するた

めのコストに順ずる項目について解説しています。 
  ｃ）コストコントロール： コストを全体目標と整合性を取り、達成を図るためのプ 

ロセス、コントロールサイクルおよび技法を解説しています。 
  ｄ）最後に、製造業で適用されている原価概念（原価企画・原価維持・原価改善）と

活動基準原価（間接費の適正配布手法）について解説しています。 
 
５）品質マネジメント： 品質に関する一般的な理論（捉え方）を述べた後、「品質計画」

「品質保証」「品質管理」のプロセスおよび手法を解説しているます。 
 
６）アーンドバリューマネジメント： タイムとコストの視点を合わせて進捗管理を行う  

ＥＶＭＳ手法について解説しています。 ＥＶＭＳによる進捗計算は、認定試験にも

出題頻度が高く、点数を確実に稼ぐ項目として、確実に理解しておいてください。 
 
７）報告・変更管理： コミュニケーションマネジメントとも関係しますが、ここでは目

標を達成するためのプロセスとして、その必要性を説いています。 
 
８）引き渡し管理： ＱＣＤの目標をすべて確認して引き渡すという意味合いで、本章に

含まれているものと理解できます。 プロジェクトの検収は単なる製品の引き渡しと

異なり、権利・義務関係およびリスクの移転を伴うため重要なポイントとなります。 
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プロジェクト遂行成功要因

第Ⅳ部第５章： プロジェクト目標マネジメント（１／５）

目標を統一

目標達成のための最適化

タイムマネジメント

コストマネジメント
スコープマネジメント

アーンドバリュー
マネジメント

優先順位

現状報告と問題解決方針

目標を明確かつ具体化

安心と信頼感

透明性･アカウンタビリティ

報告・変更管理

プロジェクト組織マネジメント

計画目標設定

Ｆ／Ｓ

引き渡し管理品質マネジメント

定義・設計

不確実性の減少

プロジェクト活動およびプロセス

フェーズ

標準的フェーズ構成

導入･ソフトウエア受入支度）･運用保守･廃棄

コンセプト構築･設計･調達･施工･試運転･検収･引き渡し

投資効果審査・リスク管理

外部専門家の参画を求める企業もある

要件

結合･システム適格性確認テスト･実機へのソフトウエア

ソフトウエア開発プロジェクト

生産・調達建設

ライフサイクルマネジメント

ソフトウエア結合･ソフトウエア適格性確認テスト･システム

新製品開発プロジェクト

建設エンジニアリングプロジェクト

60%

主要プロジェクトライフサイクル

実施

Ｒ＆Ｄ

マネジメント規定

目標管理の構図

ト
レ
ー
ド
オ
フ

ＷＢＳ ワークパッケージ

プロジェクト資源
マネジメント

ライフサイクルマネジメント定義

成功要件

構想

プレプロジェクトプランニング（フロントエンドプランニング）

施設建設精度よりも傾向 30%

10%

スコープを確定（開始・終了）

ライフサイクルコスティング
（コストアナリシス）

操業･保守費用

引き渡し終結成果物定義･
評価規定

建設プロジェクト参考

成果物評価によって
次のフェーズ開始を決定

成果物を要求される

獲得コスト

コスト、作業所要時間、資源所要量の正確な見積り可能

詳細度

基礎研究･応用研究･技術開発･製造･販売･製品の撤退

ウオーターフォール型開発方式

ウオーターフォール型＋

プロジェクト成果および特性の概要スコープ計画

企画･開発（準備･システム要求分析･システム方式設計
ソフトウエア詳細設計･ソフトウエアコード作成とテスト･

コスト、スケジュール管理のベースライン定義可能

生産性測定の基準

作業範囲・責任・権限明確化

コンソーシャム･
ジョイントベンチャーによる
必要性

進捗度・生産性把握のための基盤提供

コスト・スケジュール管理のフレームワーク設定

作業範囲と作業履行責任部門
開始点と終了点

作業（アクティビティ）に細分化

仕事量の予測

スコープ変更管理

事務処理手続き
インプットとアウトプット

承認レベル

追跡管理システム

一組織の一人の責任下で実施
予算割り当ての最小単位

多様なコレポン要求への柔軟対応

作業の責任と権限の所在割り付け可能

特徴

顧客要求による必要性

実績データのフィードバック

プロジェクト管理上の必要性

プロジェクトリソースの集計単位の提供

仕様変更・追加オーダーへの迅速な対応

共通のコミュニケーションツール提供

全作業の把握と識別

Rapid Application Development

プロトタイピング開発方式

ライフサイクルマネジメント(フェーズドプロジェクトマネジメント）

ライフサイクルから見た
プロジェクトの特徴

トップダウン的な目的達成管理手法

時間の経過→情報量の増大

フェーズ分けして、その特徴に合わせた管理

非定情的業務減少

プロジェクト全体最適化

スパイラル型開発方式

供給範囲

スコープマネジメント

作業範囲

計画内容

スコープ定義

WBS

定量的な達成目標

ワークパッケージ
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進捗の状況

第Ⅳ部第５章：

近年ＰＥＲＴそのものは利用されない

タイムスケジューリング

機能追加

問題点抽出・意見を集約

インセンティブの確保とペナルティの防止

遂行方針の再検証、遂行手法・手段を具現化

工程会議開催

事前作業

一定期間経過

プロジェクトマスタースケジュール

遂行方針・計画・制約条件の周知

プロセス

計画に対し実績を監視し評価する方法

遂行方針と合理的な遂行手順

進捗を追跡する仕組み・方法

進捗管理･監視

分析と予測

目標マネジメント（２／５）

スケジュールとコストの関係

最大生産性を達成する最適スケジュール

要件 現実的な計画と目標設定

タイムマネジメント

ＷＢＳ構築支援

コミュニケーション・チームビルディング向上スケジュール達成意識

各アクティビティの予実比較とフロートの把握

ＢＣＷＰ・ＡＣＷＰ・ＢＣＷＳ

進捗１％獲得に必要な工数

作業１単位遂行に必要な工数

生産性分析

実績データ比較分析のための共通定義

ＧＥＲＴ

ネットワーク手法の利用

進捗分析

クリティカルパス法（ＣＰＭ）
確立・統計的手法（モンテカルロ法）

最小経費を実現する最適スケジュール

入金と出金の乖離防止

出来高の概念（ＥＶＭＳ）

スコープ分析

スケジュール分析

リスク要因の状況

計画作業量の変動を要因と共に把握

クリティカルパスの変動状況・
フロートの変動確認

資源動員の状況

将来予測と是正策の検討・策定・実施手順

実績の集約と分析、改善案策定手順

各作業スケジュールの時間軸上の差異

作業効率

Ｓカーブ

作業期間に確立変数を用いる

リソーススケジューリング

作業所掌との整合性

作業種類の認識と識別可能な定義

計画･管理における共通定義の確立

共通コードの設定

機材手配状況表

進捗度測定基準（Sカーブ）

リスクを特定､発生確率と
影響度を推測

リスクの推定

スケジュール計画､管理要領

遂行要領の設定

スケジュール､進捗度報告要領

遂行方針・計画の整合性確認

マイルストーン確認と合意

所定の状況

工程厳守の意思確認

クリティカルスケジュール

図書リスト

スケジュールレベルと目的確認

機材納入要求表

設備運転順序

計画実現度確立分析

スケジュール計画

重点管理用詳細スケジュール

プロジェクトコントロールスケジュール

プロジェクト作業スケジュール

作業期間に３点過重平均を採用

スケジュールおよびコスト統合管理支援

目的

手順

ＰＥＲＴ

全作業を定義､相互関係を設定

作業に必要な資源量､期間見積り

開始･終了（最早・最遅）・フロート計算

クリティカルバス緩和手順検討

スケジュール・資源配分を出力

実現性･経済性の検証

進捗度計算要領

進捗計画

再計画

フロントエンドスケジュール

評価基準

コントロール対象の定義付け

計画･管理レベルと最適管理規模の整合

計画

スケジューリング手法

マネジメントによるスケジュール計画・管理方針

制約条件を考慮しながら、手順・期間を調整

評価基準

スケジューリング技法
（ＣＰＭおよびネットワーク技法）

全作業のフロートを計算

短期間管理サイクルスケジュール

予備知識 プロジェクトマネジメント技術全般
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製
品
開
発
サ
イ
ク
ル

アクティビティベースによるコストオブジェクト
への間接費配布

生産性経済環境

要件

コストマネジメント

コストインデックス

予算の変更を引き起こす
因子を予見管理

データ件数が多いと精度が高い

製品コンセプトと実現可能性

プロセスモデル

単価

法則化

利益計画とリンク

競争戦略

効率

市場志向による目標原価設定

原価概念
作業・資源をコスト最適化

目標マネジメント（３/５）第Ⅳ部第５章：

積算

目的

活動基準原価計算（ＡＢＣ）

活動基準原価管理（ＡＢM）

定義 開発･設計段階における戦略的なコストマネジメント

コストドライバーを選定し、コストを把握

ＡＢＣとＢＰＲを融合

目的

要件

現存の設備・製造仕様・最善の操業条件
（最高能率）にて達成可能な最低原価水準

部品・設計担当者別割付

無駄の多いプロセスや活動を削減・効率化

原価企画

機能別分解

コストインデックス

見積り手法と精度

コスト変動因子を考慮 競合

市場意欲

為替相場

見積り手法

解決策の提示

予算設定

予算の更新

予算設定

積上げ積算法（＋／－５～１０％）

方針・思想の確立

進捗管理･分析実績データ蓄積

生産管理・原価計算技法（ＶＥ，ＪＩＴ，ＴＱＣ，
ＴＰＭ，ＡＢＣ）を駆使

製品企画段階

製品開発段階

達成手段

標準原価設定

製品製造段階
コストテーブル

製品別原価改善

原価改善

生産諸条件を改善

実際原価の測定

売上げ向上･
費用低減目標

サンプリング

問題点の抽出

ＤＣＥ→実行予算

プロジェクトキャッシュフローの予測

コントロールパッケージにバジェットを配分

現実の生産諸条件を考慮

コストコントロールサイクル

為替換算レートを設定

スケジュールコントローラー・財務部門とのインターフェイス確定

見積り落とし、過小見積りの有無確認

標準原価
アローワンス（見積予備)

原価管理責任者への標準原価の伝達

ＦＷＢＳ・ＰＣＷＢＳを基本とする最小コントロール単位を確立

詳細見積り

考慮事項

技法

コスト定義

コストエンジニアリング

業務を統制し､プロジェクト
遂行上の問題を解決

概算見積り

活動基準原価

収支検討

予算配分

時間

為替レート

進捗管理

原価維持

プロジェクト規模・契約形態・特徴に応じて管理レベルを確定

進捗測定

係数積算法（＋／－１０～２０％）

アーンドバリュー

チェンジ

リスク分析

完成高予測

一品見積りには適さない

検証比較基準

場所

超概算見積り

数量

トレンド分析
チェックエスティメイト変動要素管理

チェンジハンドリング

コストコントロール技法 是正の実施

考慮事項

キャパシティスライド法（＋／－２０～３０％）

概念

特徴

アベレッジコンセプト

有意性のある相関･平均値

積算作業の効率化（時間・労力）実現

ロットファクター

習熟曲線

控除法

積上げ法

第四ステージ

分解・割付方法

設定手法

目標原価
の達成生産とロジスティックス

標準原価設定

原価管理（コストコントロール）プロセス

コストコントロール 当座標準原価

コントロール形態確立

種類

見直し 改善活動によりタイトネスを更新

エスカレーション（単価変動調整）

ジェネラルオーバーヘッド（一般管理費）

理想標準原価

通常考えられる仕損･滅損・遊休時間を考慮

目標利益改善目標 トップとの調整

目標利益

原価要素別原価改善アプローチ

市場調査 競争的知識

第一ステージ 目標原価
の展開

製品戦略と計画

第二ステージ

第三ステージ

部門割当て

予想利益

標準原価と実際原価の差異測定

原価低減目標 原価低減目標

工場割当て

原価差異分析と報告

原価能率を上げるための改善

管理部門割当て

セカンドルック

ＶＥ

マイルストーン管理

目標原価

外製・内製の決定 外注先への目標提示

製品設計と開発

折衷法

営業部門割当て 製造部門割当て

基準標準原価

ゼロルック
（マーケティングＶＥ）

ファーストルック

長期的に不変の標準

原価維持

手順

コンティンジェンシー（危険予備）コストに準じる項目
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Ｆault Ｔree Ａnalysis

特性要因図

構造物責任法

チェックシート

フェーズターミネーションレビュー

ＪＩＴ
その他

管理図

ＦailureＭode & Ｅffect Ａnalysis

シックスシグマ

統計的設計法

ストラクチャードウオークスルーパレート図

第Ⅳ部第５章：

ISO9002 パフォーマンスの改善

ISO9001 要求事項

ISO9000 基本および用語

品質マネジメント

SPICE(ISO/IECＴＲ１５５０４）

ＣＭＭ

特性の集まりが要求を満たす程度

国際規格

一般的手法

グレードと区別

TQM 品質はプロセスで作り込まれる

物質的

人間工学的

目的

取引契約で定められている

品質管理

機能的

異なる品質要求事項に対して与えられる区分・ランク

個別マネジメント全て対象

ソフトウエア開発

プロジェクトマネジメントの品質

品質の定義

供給者との互恵関係
意思決定への事実に基づくアプローチ

プロセスアプローチ

継続的改善
マネジメントへのシステムズアプローチ

検査対象

顧客・ステークホルダーのニーズ・期待を明確にする

組織の方針と品質目標を設定する

プロセスと責任を明確にする

不適合を予防し、原因を除去するための手段を決定する

継続的改善のためのプロセスを確立し、適用する

監査形態

検査 原因調査不満足な結果

要件

定義

目標マネジメント（４／５）

感覚的
行動的

時間的

経営方針との関連性

最終製品の目標品質とＰＭ手順の品質設定

満足する方法を決定

品質計画

品質特性に対して最も適切な品質水準を設定

デザイン・計画・実行・調整・成果の手順適用

目的

継続的な改善を実施

プロジェクト方針

経営方針 顧客のニーズを明確に理解

原則

顧客重視

品質マネジメントの原則 トップマネジメントの参画

要件

組織・責任・遂行手順・業務プロセス・必要な資源を記述品質システム構築

体系的かつ透明性のある指揮・管理効率的な組織運営

内部･外部（第三者機関）

プロセスの有効性と効率を測定する方法を設定する

プロセスの効率性と有効性を判断する指標を設定する

作業

資格を与える基準として定められている

取り除く手段

製品・サービス

管理要素を選定し、明確にする

定期・抜打ち

監査基準

必要な資源を明確にし、提供する

法律で定められている

品質保証

顧客の要求に合致した製品･サービスを経済的に造り出すプロセス

品質マネジメントシステムのアプローチ

品質監査

すべての階層の人々の参画
リーダーシップ

基本

ベンチマーキング

プロジェクト遂行基準・要領を明確にする

基準・要領が計画通りかどうかの測定方法を定める

実績評価し、対応策・迂回策を決定する

手法

不適合に関して是正策を決定しフィードバックする

デミングサイクル

散布図
曾別
ヒストグラム
平均値とばらつき

多変量解析

改善提案活動

ＴＱＭプロセス

相関と回帰

ＤＲ

田口メソッド
実験計画法

タスクターミネーションレビュー
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建設･エンジニアリング（ターンキー契約）

作業項目の記述

プロジェクト完了

定性的情報

課題管理

アクションリスト

変更の予防 プレプロジェクトプランニング（ＣＩＩ提唱）

プロジェクトディフィニションレーティングインデックス

検収

測定要素

プロジェクト完了

稼動

性能確認

確実かつ安定的な
キャッシュフロー

ソフト処理能力

機械性能

作業主体と管理責任が顧客へ移行

実稼動環境・実データ使用

検収

システムテスト完了

運用テスト

引き渡し

金融機関と顧客間の誓約条項

機能確認･性能確認･運用性確認

要件定義設定

システム構築

ファイナンシヤルコンプリーション

ソフトウエア開発

大幅な差異により管理に適さなくなった場合

スコープ変更があった場合

特定フォーマットでサマリー作成

ナレッジマネジメント

実績値収集計画・ベースラインコーディネーションプロシジャー

進捗報告

報告･変更管理

将来プロジェクトへの教訓

コミュニケーション計画

生産性低下

変更管理

システマティックに文書化された変更の取り扱い手順 スケジュール遅延

契約で規定

簡潔･明確･正確

コスト増大

報告 ステークホルダー間で共有化

完成記録 検収の公式記録

最終結果をコントロールする決定

当該作業と関係の深い他の作業の出来高、あるいは全作業期間と
消費期間の比率（利害関係者のニーズおよび期待を明確にする）

プロジェクトトータルレベル

進捗度計算のベースと計算方法

進捗状況

優れたアクション

完成予測

問題点・課題等

報告手段

報告先･配布先

管理

プロジェクトベースプランの質

ベースプランに対する実績パフォーマンス

出来高測定基準 小分け法 測定対象を数えられるグループに分割

当該作業に最適な測定法を過去のデータより策定標準法

組み合わせ法

レベルオブエフォート

重み付けマイルストーン法

固定法

パーセント法

マイルストーン＋パーセント法

管理基準線

計画ベース

最早ベース

最遅ベース

出来高の評価方法

責任者
責任部署

ワークパッケージ

目標マネジメント（５／５）第Ⅳ部第５章：

性能確認 プロセス性能
承認された資料

アーンドバリューマネジメント

管理する枠組み ワークパッケージ（コストアカウント）

引き渡し管理

メカニカルコンプリーション

開始日･終了日

計画

引き渡し(テークオーバー・ターンオーバー）

試運転完了

評価する枠組み コストアカウントプラン

作業期間の記述

管理する組織・責任者

ユーティリティ性能

管理基準線の変更 計画時に定義

監視
パフォーマンスカーブ＆ＣＶ／ＳＶトレンドレポート
パフォーマンスカーブ＆ＣＰＩ／ＳＰＩトレンドレポート

予算

頻度

ＥＡＣ＝ＡＣＷＰ＊＋ＥＴＣ
ＥＡＣ＝ＢＡＣ／ＣＰＩ
             （出来高部分の作業効率継続ベース）

傾向分析
完成必要コスト
（ＥＡＣ）

ワークパッケージの出来高を％表示

作業内容の記述

変更の弊害

内容・詳細度

変更管理システム

モラル低下

処理手順書

６Ｗ１Ｈ

包括的･例外事項

完了報告

要件

報告計画

プロジェクト計画更新

変更実施報告

プロセスプラント設計

契約目的物の記述に充分注意

変更追跡システム

資源投入増

変更項目の監視と登録
変更追跡システム

ベースラインの設定

変更の承認・却下

建築プロジェクト

対象

パフォーマンス（ＣＰＩ・ＳＰＩ）

ＳＶ＝ＢＣＷＰ－ＢＣＷＳ

ＣＶ＝ＢＣＷＰ－ＡＣＷＰ

ＳＰＩ＝ＢＣＷＰ／ＢＣＷＳ

ＣＰＩ＝ＢＣＷＰ／ＡＣＷＰ

ＥＶＭＳ計算方法

完了必要コスト
（ＥＴＣ）

認可基準

管理レベル

会計上のプロジェクト情報収集

月次報告

Ｃｏｓｔ Ａｃｃｏｕｎｔ Plan（ＣＡＰ）レベル

サマリーレベル

実績コストＡＣＷＰ（ＡＣ）

プロジェクト結果に
影響を与える要素

計画予算  ＢＣＷＳ（ＰＶ）

出来高     ＢＣＷＰ（ＥＶ）

マイルストーンに予算配分

作業の開始・終了の出来高を％表示

差異分析（ＣＶ・ＳＶ）

計画完了予算  ＢＡＣ

ＥＴＣ＝ＢＡＣ－ＢＣＷＰ
            （当初計画通りのベース）
ＥＴＣ＝（ＢＡＣ－ＢＣＷＰ）／ＣＰＩ
            （出来高部分の作業効率継続ベース）
ＥＴＣ＝（ＢＡＣ－ＢＣＷＰ）／（ＣＰＩ＊ＳＰＩ）
             (スケジュール遅れの挽回を考慮）

マイルストーン範囲内で出来高を％表示
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第六章 資源マネジメント 
 
Ｐ２Ｍでは、第二部「プロジェクトマネジメント」で述べられている如く、「人的資源」「物

的資源」「金融資源」「情報資源」「知的資源」「基盤資源」を総称して資源としてとらえて

います。 
 
この内、組織内の人的資源については「プロジェクト組織マネジメント」、金融資源につい

ては「プロジェクトファイナンスマネジメント」、情報資源のマネジメント体系は「情報マ

ネジメント」でカバーされています。 したがって、本章では、その他の資源の獲得に関

するマネジメントについて解説しています。 主要な対象は人的資源と物的資源の外部調

達を意図していますが、知的資源としてライセンス、基盤資源としてＰＭＩＳ(Project 
Management Intelligent System)といったものも含まれています。 情報資源については、

それ自体が目的とはならないため、直接の対象ではありませんが、各プロセスの基礎情報

として関与しています。 また、資源の蓄積のプロセスでは、情報資源は大きな役割を担

っているものです。 
 
本章では資源マネジメントのプロセスを以下のとおり区分けして、システムズアプローチ

（基礎情報・プロセス・成果物）を用いて解説しています。 
 
１）資源の特定： ＷＢＳと実績情報を基礎情報として、プロジェクトに必要な資源を特

定し、資源一覧表を作成するプロセスです。 
 
２）資源計画の策定： ＷＢＳ・資源一覧表他の資料を基礎情報として、各資源の具体的 

な検討から最適案を決定し、外部調達計画および引合い計画を進めるプロセスです。 

成果物としては、資源一覧表の改定および資源計画書が作成されます。 
 

３）資源計画の実施： 資源計画書を基礎情報として、調達マネジメントを行って、実際 
に資源を獲得するプロセスです。 
 

４）資源の蓄積： 物的資源、知的資源、情報資源に分けて蓄積方法を解説し、その効率

的・効果的活用方法を示しています。 
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プロジェクト情報

ストック化･標準化

今後の課題

人脈

地域・企業の特殊性

情報資源
(IT情報化）

ツール

目的

生産性向上

ブランドの現在能力

ﾘｰﾃﾞｨﾝｸﾞ
ﾌﾞﾗﾝﾄﾞ

衰退
ﾌﾞﾗﾝﾄﾞ

新規
ﾌﾞﾗﾝﾄﾞ

成長
ﾌﾞﾗﾝﾄﾞ

教訓 責任を問わない

ブランド
エコノミックス

資源蓄積のサイクル 計画に基づく管理･適宜対策

Brand Asset Valuator

企業付加価値(EVA) 企業経営パフォーマンス

半導体回路配置利用権

植物新品種保護権

不正競争防止法上の権利

ブランドの現在能力

ブランドの潜在成長力

人材データベース

ブ
ラ

ン
ド

の
潜

在
成

長
力

情報資源の組織資産化

技術のブラックボックス化

成功点・失敗点・改善点

著作権人格権

著作財産権

意匠権

商号権

著作権

コーポレートリカバリー

Ｍ＆Ａ

ＭＢＯ

外部資源

資源の特定

内部資源 計画の実施

計画の策定

計画のチェック

改善対策

プロセス

成果物

要員計画

資源の存在に関する情報

ＷＢＳ

作業計画表

資源計画の策定

各資源の必要度

基礎情報

資源一覧表

実績情報

物的資源

基盤資源基礎情報

人的資源

資源の特定

WBS

プロジェクト要員・役務請負

業界情報・営業情報・その他必要な情報一般情報

基準/ガイドライン・テンプレート・過去の実績・各プロジェクトデータ

イントラネット情報組織共有データ

ソフト開発におけるマンパワー追加投入
持ち株会社制度

株式公開

アウトソーシング

は逆効果

新規市場獲得・コア事業強化

金融資源の調達・経営管理体制の整備

資源の集中・経営スピード向上

分析･評価･予測資源の集中・新規市場への資金投資

是正･改善措置

資源の蓄積

監視

基礎情報

プロセス

成果物

各資源の具体的な検討

引合い

ライフサイクル推移･プロジェクト間調整･モラル/モラール・個々の能力

資源の蓄積

効率的・効果的利用 情報化

調達マネジメント

資源の種類と蓄積方法

物的資源

調達対象

汎用化

権利化

商標権

納期管理

残存物活用

緒元のデータベース化

採算性向上

特許権

ロジスティックス（輸送･保管）の確立

工業所有権
実用新案権

ソフト：オブジェクト志向

物的資源の省資源化

CAD・CAE・PDM・PMIS

システム化

ストック化･標準化

予算管理

知的資源

利用者の視点

書類整理 共通財産化

知的財産権

スケジュール策定

調達書類標準化

調達組織確立

品質管理

発注

機器･資材･役務･ライセンス

見積り評価

契約管理

複数の候補によるリスクヘッジ

独自見積り

ベンダーリスト

実行予算策定

インターネット利用

必要不可欠･必要･なくても良い

各資源の確保の可能性

資源一覧表

知的資源

情報資源

各資源のメトリックス（計測基準）

ソース（内部・外部のどこから）

特許・実用新案・商標・著作権・ノウハウ/ナリッジ・ブランド

マネジメント関連データ

組織としての資源計画

ネットワーク･組織内システム（例：経理）･エンジニアリングツール･PMIS

コンテキストの理解

コミュニケーション関係の複雑化コア業務への特化

資材・場所・装置・ソフトウエア・エンジニアリング環境

調達先・ライセンス･人材派遣/役務請負・業界情報/営業情報・利用可能能力

プロセス

資源データ

資源

実績情報

マネジメント分野

成果物 資源一覧票改定版

最適案の決定

資源計画の実施

キャパシティプランニング

資源計画書

組織方針

要員計画の検討

外部資源

引合計画

外部調達計画

契約形態の決定

内部資源 保有資源・技術者の育成・要員・利用可能能力（量・時間）

第Ⅳ部第６章

プロジェクト
資源マネジメント

組織としての
資源マネジメント

マネジメントの
成熟度

間接作業のみからＰＭを除く全てまで
スコープは多様

プロジェクト資源マネジメント

投入（モビライゼーション）

見積り

スケジューリング

資源計画の策定

チェックとコントロール

ソフトウエア：ファンクションポイント法

プロセス

理想の資源

資源のチェックとコントロール

プロジェクトの遂行
資源計画の実施

資源計画書

検収
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第七章 リスクマネジメント 
 
本章は以下の構成となっている。 
 
１）リスクに関する概念： 定義・基本要素・種類・リスク連鎖について解説しています。 
 
２）リスクマネジメントのプロセス： 

「方針策定」「リスクの特定」「リスクの分析評価」「リスクへの対応準備（計画）」「対

応策執行」「リスク教訓の整理」というプロセスに分けて解説しています。 また、プ

ロジェクト期間を通して、繰り返し「実施状況の評価・監視」を実施することを前提

としています。 
ａ）方針策定： プロジェクト遂行に際して、どのような戦略、手法でリスクマネジ

メントを実施するかという基本方針を規定するプロセス 
ｂ）リスクの特定： プロジェクトの遂行業務に対して、どのようなリスク源やリス

ク事象が影響を及ぼすかを検討し、ブレーンストーミングを展開し、契約・仕様

書のレビューなどから、リスクの特性を文書化するプロセス 
ｃ）リスクの分析評価： リスクに結び付くと思われる事象、並びにリスク間の相互

作用が、どの程度の確立で起こり得るか、どの程度の影響力を持つかを評価・定

量化するプロセス 
ｄ）リスクへの対応策準備（計画）： 好機を最大限にし、脅威を最小限にとどめる方

策として、リスクの回避・軽減・受容などの対応策を策定するプロセス 
ｅ）対応策執行： 計画した対応策を実施していくプロセス 
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市場要因

リスク事象間の比較・全体リスク量の把握不可

事象の情報無し

自然現象・製品誤差

非対象な分布確立分布 三角分布

 リスク対応策一般プロセス

リスクコントロールプラン

簡易的定量化

リスク対応策事例集

スケジュールアクティビティ別制度の確立分布データ

正規分布

リスク保有

リスク教訓の整理 類似プロジェクトリスク事例集

実発生事象に適当な対応策が見つからない場合リスク迂回策

一様分布

チェックリスト法

ブレーンストーミング法

必然的事象

不確定事象

アローワンス

コンティンジェンシーリスクマネー

リスクの分散

リスクの移転

リスクの移転

変数に対する最適価値

好機に転ずる可能性もある

基本認識

プロセス

リスクはあるとの前提

合理的に特定（予知）・分析･評価

リスクの特定

リスクの分析評価

リスクへの対応策準備（計画)

対応策執行

リスクマネジメント

不確実性

真の不確実性：確率的に予測不可能

リスク：確率的に予測可能

リスク

定義

第Ⅳ部第７章：

内的リスク

純粋リスク 損害のみで利得のチャンスが無い

損害のみならず、利得のチャンスもある

変化､特に人間の欲求の変化･機械類や組織の進歩

外的リスク 統制し影響を及ぼすことができない範疇

統制し影響を及ぼすことができる範疇

最終的な目標を阻害する結果

小

大インパクト

不確実な出来事によって引き起こされる結果と影響度

終盤

小大

プロジェクトに内在する問題点

初期

大

小

基本要素 リスク事象

不確実性、発生確率

リスク連鎖 環境要因（ハザード）

天変地異･人間の過誤と犯罪による損害静態リスク

動態リスク

投機的リスク

レビュー

委員会設置

基本方針

責任元
管理システム

ツリー法

各種方針･制約条件

手法

管理の基準と仕組み

基礎情報

デルファイ法

リスクの金額評価

識者へのインタビュー

種類

リスクマネジメント イシューマネジメント

方針策定（組織・プロジェクト）

発生した問題や目的達成に向けての課題解決定義

直接危機（ペリル)

リスク回避

リスクの軽減

コントロールできる範囲を最大化する

代替案からの選択

価値の選択
（問題解決プロセス）

過去の実績

統計とシミュレーション

事象毎にモデル化

モンテカルロ法

付保

自家保険

実
施
状
況
の
評
価
・
監
視

（
繰
り
返
し
実
施

）

プロジェクト方針 周知徹底

組織方針（経営者の役割）

６Ｗ１Ｈ法

ロジックツリーで意思決定

エスカレーションリスクファイナンス
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第八章 情報マネジメント 
 
本章では、以下の構成により、プロジェクトにおける情報資源活用のための、情報システ

ム構築の考え方を示しています。 
 
１）情報資源とプロジェクトマネジメント： プロジェクトマネジメントを情報処理活動

そのものとして捉えて、情報処理活動のプロセスにプロジェクト活動をあてはめてい

ます。 
 
２）情報体系とプロジェクトの構造：  

プロジェクトの事実を的確にとらえるように、情報体系を設計する必要性を説いてい

ます。 そのため、一次データは実世界で発生した事実を性格に定義することが肝要

で、それを抽出・加工し特定目的用に二次データが作成される形態を取ります。   

一次データ仕様は、プロジェクトの構造（マネジメントサイクルおよびプロジェクト

ワークプロセス）の業務に対応して定義されなければなりません。 一次データは、

「ひと」「もの」「組織」などの「実態」を表すデータと「活動」「出来事」を表す「事

象」に区分けされます。 
 
３）情報処理機能の類型と関係（情報システムの概念的構造）： 
  情報システムの概念構造について、構成要素「一次データベース」「ミッションクリテ

ィカル（基幹業務系）アプリケーション」「ロジスティックス（業務支援系）アプリケ

ーション」「概念スキーマ」「オフィス支援アプリケーション」「ビジネス連携アプリ

ケーション」について概説しています。 また、データ抽出とエンドユーザコンピュ

ーティングのための考慮すべき点が述べられています。 
 
４）プロジェクト情報システム： 
  プロジェクトにおける具体的な情報支援機能を、「プロジェクトマネジメントサイク

ル支援機能」「プロジェクトワークプロセス支援機能」「共通支援機能」「連携支援機

能」に分けて解説しています。 
 
５）プロジェクト情報システムの構築 

プロジェクトに適した情報システムを効率的・効果的に構築するための視点と、情報

処理技術発展に伴う業務運営方式（シェアードサービス・アウトソーシング・ＡＰＳ）

について解説しています。 
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ミッションクリティカル（基幹業務系）アプリケーション

セキュリティ管理

電子メール・グループウエア・ワークフローソフト等

接続性

拡張性

経済性

基幹系情報システム開発と共にバックオフィスで

外部スキーマ

物理的な視点

ユーザーの視点

開発者の視点

エンドユーザーコンピューティング

情報サービス プル型

プッシュ型

新しい業務運営方式 シェアードサービス

アウトソーシング･ＡＳＰ

グローバル業務統合

簡便性

内部チェック体制＋基幹系システム確立

情報システム構築の視点 データ構造

障害の復旧

実体 規格・品質・コスト

計画・実績

エージェント技術

実態の状態を変化させる活動または出来事を表わすデータ事象

基盤構造

オフィスアプリケーション

共通機能（通信機能・データベース等）

ネットワーク構築（インターネット・イントラネット等）

二次データ（導出データ）

プロジェクト情報システムの構築

類似プロジェクトのデータ再利用

20ｰ40%コスト削減

進捗状況を実態の状態変化ベースでリアルタイムに

コアコンピテンスへの特化

現物管理の仕組みを構築

状況に即した段階的構築

代表例

要件

人・物・組織などを表わすデータ

第四部第８章： 情報マネジメント (1/2)

情報系

ビジネス連携アプリケーション

ロジスティクス（業務支援系）アプリケーション

オンライントランズアクション処理

対称となる実世界のデータを構造として記述

市販のパッケージ+データ加工モジュール

正規化

構成形態

情報採取

情報創造

情報加工

プロジェクト活動、プロジェクトマネジメント活動は情報処理活動そのものである

顧客の行動・要求を情報として捉える

要求を充足する製品機能・サービスを考える

必要な部品・資材、設備、労働力を調べ、設計する

情報転写

情報発信

オフィス支援アプリケーション

ＶＡＮ／ＥＤＩ／ポータルサイト

概念スキーマ

情報に基づいた製品・サービスを創出する

製品・サービスを提供し、使用方法を発信する

情報体系 プロジェクトの事実を的確に捉える

内部スキーマ一次データ 実世界で発生した事実を表すデータ

コーポレートセンター

サービスセンター

戦略センター

経費の変動費化

Data  Based Management System

スキーマをベースとしてデータ管理

本来複雑なデータベースアクセスを論理的に行う

同時に発生する複数アクセスの制御
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コンピュータ支援エンジニアリング

コンピュータ支援ソフトウエア設計

エンジニアリング業務支援機能
（ＣＡＳＥ）

経営

ＰＭＩＳと密接に連携

ＥＲＰパッケージ採用の傾向スケジュール管理

調達管理 e-Commerce日常系システム

基幹業務系システム

業務支援システム

ドキュメント管理ＥＤＭＳ

コンピュータ支援設計

プロジェクト業務構造

プロジェクトマネジメントサイクル支援機能

他企業・部門

ネットワーキング

可視化

意思決定支援・知識創造の場

プログラムマネジメントサイクル

プロジェクトマネジメントサイクル

プロジェクト情報システム

プロジェクトワークプロセス

コミュニケーション

コミュニケーション 可視化

可視化

情報マネジメント (2/2)

プログラムマネジメントサイクル支援機能

タイムマネジメント

コストマネジメント

進捗管理

コスト管理

資源管理

シミュレーション支援機能 ビジネス戦略･ビジネスモデル･プロジェクト企画･立案

コンピュータ支援製造

品質マネジメント

アーンドバリューマネジメント

リスクマネジメント

プロジェクトワークプロセス支援機能

スコープマネジメント

情報検索（データマイニング）・分析・監査・レポート機能ビジネスインテリジェンス

ドキュメント管理機能

コンピュータ支援検査

プログラミングテストフェーズ：ＩＤＥ

共通支援機能

調達支援機能

e-Commerce

調達業務支援

第四部第８章：

プロセス管理

グループウエア

連携支援機能

設計進捗報告機能

出図管理

設計変更管理
部品管理

製品構成管理

製品情報管理（ＰＤＭ）
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第九章 関係性マネジメント 
 
関係性というのは、ステークホルダー間の関係のことを意図し、特に顧客との関係に重点

を置いて解説しています。 
 
１）関係性の設計： 

関係性の設計の基本として、以下の点が強調されています。 
ａ）プロジェクトマネジメントでは、ステークホルダーを意識した運営が重要。 
ｂ）成果に価値を認める主体（顧客）と、プロジェクトの推進し結果に結び付ける主

体（プロジェクト遂行者）の間の関係性が核となる。 顧客を中心とした視点と、

プロジェクト遂行者を中心とした視点による設計が使い分けられる。 
ｃ）プロジェクトの実現にだれがどういう役割で関わるかかという点で、各関係者の 

コンピテンシーに対する認識（何ができるか）が関係性設計の根拠となる。 
 

２）関係性の維持 
プロジェクト遂行課程における摩擦・軋轢を未然に防ぐために、関係性を維持する関

係調整業務について、以下のプロセスに分解して解説しています。  
ａ）提案： 関係性の設計段階での提案「プロジェクトの価値提案」と、関係性の設

計が大枠で定まった時点での提案「プロジェクト実施提案」に分けて、それぞれ

の意義を解説しています。 
ｂ）契約： 主要なステークホルダー間の権利・義務関係を最終的に合意する行為と

して、契約の重要性を説いています。 また、プロジェクトに特有のリスクの存

在を知り、どのような条項を盛り込むべきかを最もよく知り得るプロジェクトマ

ネージャーによる、契約締結におけるリーダーシップの必要性を強調しています。 

ちなみに、契約の種類および基本的条項について説明を施しています。 
ｃ）関係性調整業務： プロジェクト遂行段階での摩擦や軋轢を調整管理するプロセ

スです。 プロジェクトにおける調整業務を発生させる主因および、その対応の

ための手法（交渉・クレーム・クイックリスポンス）について解説しています。 
 

３）関係性の再構築 
プロジェクト終了後の顧客関係性再構築の必要性を説いています。 視点としては、

顧客とのさまざまなレベルでのネットワークの構築および戦略的アライアンスによる

関係維持拡大におかれています。 
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迅速に処理し、その内容を記録、

プロジェクトマネジメントのＩＴ化

企業組織としての環境整備

苦情（クレーム)処理

お客様窓口として積極的に苦情を聞き出す

企業レベル課題：しかるべき組織に伝達、
改善を図る

顧客満足

苦情とは

要件

マーケティングに利用するための
情報蓄積および分析

感情的な要素を含む顧客不満足の表明

理想的な交渉

他ステークホルダーとの関係調整

技術上の課題

要件

事前調査（環境アセスメント等）

期待と実体のギャップから生じる

非公式な日常折衝

事象の正確な理解

一元管理

整合性

階層別

部門別

コンセッション契約（利権のようなもの）

準拠法

契約条項・合意内容・契約目的

契約範囲・仕様・性能

引き渡し条件

契約の有効性（存続期間・解除条項）

変更・承認

価格・支払い条件

用語の定義

情報・工業所有権等

変化形

インセンティブ（成功報酬等）

ソフトウエア作成業務

要件設定

システム開発

エンジニアリング契約

コンサルティング契約

事業化調査契約

新しい発想

契約責任範囲による分類

単価契約型 単価変動リスク：受注者負担

定額請負契約型 受注者リスク大

コンティンジェンシー計画

例外条項（免責変動事由）

契約の種類

プロジェクト遂行手順書

プロジェクト価値提案 顧客ニーズを把握

資源の集中

価格設定方式による分類

プロジェクト実施提案 見積書

技術提案書

契約

市場環境

実践指針 事前の契約合意

ステークホルダー満足の視点

迅速対応・経過および結果の確認文書保存

ステークホルダー

関係性マネジエメント

関係性の設計

環境による要求の変化

責任の種類

第Ⅳ部第９章：

組織構築

組み合わせ型

実費償還型

企業が持つ実力

売上げ・顧客満足に影響

物量変動リスク：顧客負担

購買組織

総務組織

関係性の維持

提案

設計要件

設計手法

顧客関係性

成果物に価値を認める主体を顧客として認識

コアコンピテンシーの認識

顧客を主体とした関係性の設計

社会的責任

現地管理組織

設計・エンジニアリング組織

経済的責任

関係調整業務

コアコンピテンシーにより
分担関係を設計

プロジェクト環境

参加企業の事業環境

要件

業務内容

プロジェクト遂行者を主体とした関係性の設計

プロジェクト管理組織

システム化による業務効率化
およびインターネット対応

整合性の取れた対応の困難性

Customer Relationship Management

手法

要件

顧客側リスク大

リスク対応費を見込む

交渉

運用後のリスポンスをシステムに組み込み

融資契約

主契約・二次契約･三次契約

長期の供給関係

Supply Chain Management

顧客との関係維持拡大

多面的なチャンネルの緊密さ

企業間の関係の緊密さ

顧客とのさまざななレベルでのネットワーク構築

企画支援業務

事業権契約

建設・プラント工事契約

ソフトウエア開発契約

エンジニアリング+機材供給契約

同上＋据付指導

EPC契約・ターンキー契約

基本設計業務

パートナー契約（技術提携契約･業務提携契約･
コンソーシャム契約･JV協定）

実費償還型または
定額契約

実費償還型

実費償還型

契約当事者別分類

移行・運用準備支援業務

弱点の補完関係

長期の委託契約

契約の代表的構成項目

仲裁

責任範囲・制限（不可抗力等）

戦略的アライアンス

関係性の再構築

手法

保証条件

効果

指標

クイックリスポンス

信頼関係による問題化抑制

ステークホルダー満足の視点

製品･サービスの提供範囲

品質上の要求レベル

Win-Winの関係

過程・結果の記録・周知徹底・保管

コミュニケーション手段・ルール

タイミング

交渉技術

契約をベースとする

原因の早期摘み取り

文化的背景･差異の考慮

目的に応じた出席者

課題の共有

許認可に関する事前実情調査・確認

説明会開催 納期

価格･予算･支払い

当事者間の調整業務
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第十章 バリューマネジメント 
 
プロジェクトの特定使命（特定のステークホルダーに特定の価値を提供すること）をまっ

とうするために、ステークホルダーが求める価値とは何かを認識し、それを定量的に評価

し、価値の源泉（保有する経験・情報・データ・その他経営資源）を組み合わせて、その

価値を実現しなければならない。 本章では、そのプロセスを以下のとおり区分けして解

説しています。 
 
１）価値の認識と評価 
  評価指標、価値評価のプロセス（評価時期）および各種評価手法（費用便益分析・Ｖ

ＦＭ（Value for Money）・産業連関分析（需要予測モデル）等について解説していま

す。 
 
２）価値の源泉 

価値を生み出す源泉として、ナリッジマネジメント・メンテナンス・カイゼン・ＴＱ

Ｍについて解説している。 
 

３）価値の提供 
提供しうる価値として、技術移転・保証契約・投資回収・環境・サービス事業を挙げ

て解説しています。  
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新たなプロジェクト創出

環境マネジメントシステム（ＥＭＳ）の導入

ビジネスモデルの多様化により事業性を高める

環境

保証をリスクとしてではなく、顧客価値の創造として捉える

人間志向

環境マネジメント概要（スコープ設定）

その他のＱＣ手法

Qqulity Function Development

環境声明の設定

プログラム作成（目的･目標･６Ｗ１Ｈ･工程）

保証契約

変更管理

環境側面設定

環境影響の評価

リスクマネジメント明確化

投資回収

マネジメント体制

ナリッジ蓄積

同種プロジェクトへの展開

社会環境･技術の変化

運用報告

マネジメントレビュー

サービス事業創造

環境性能､機能計画レビュー

教育

書類管理

変更管理

ナリッジ活用

経年変化

組
織
レ
ベ
ル

集
団
レ
ベ
ル

連結化

共同化

個人への動機つけ（報酬等）

プロジェクト

メンテナンス

形式知

ベンチマーキング

個
人
レ
ベ
ル

ＥＭＳ運用コストの設定・ＬＣコスト・LC効果

継続的測定

Design Review

エンジニアリング技術

価値の提供

Fualt Tree Analysis

技能的技術

体制（組織･会議体）

計画の決定

膨大なデータ処理⇒

採算性評価指標

追跡評価

判別分析

経済連関分析（需要予測モデル）

事業実施後の社会変化･
波及効果把握・評価

主成分分析

問題の存在認識
顧客志向戦略

人間尊重

経営の総合的な質

戦略･改革･予測

ヒューマンリソースマネジメント

提案制度
プロセス指向

質

管理

第Ⅳ部第１０章：

新たなプロジェクトの創出･計画に生かす

プロジェクト全体のパフォーマンス向上

立案･計画の評価⇒投入資源の最適化･効率化

バリューマネジメント

投入資源対成果物評価･マネジメントシステム構築⇒

価値の認識と評価

評価を通じて得られる情報やノウハウ⇒ナリッジマネジメントの向上

事後評価

事前評価

完成・運営・維持

事前評価のあり方も検証

中間評価

以降のプロジェクトへフィードバック

計画の実施

評価プロセス

カイゼン

ＴＱＭ

目的

需要予測･経済波及効果の予測

評価手法

ＰＦＩ手法であるが、一般にも適用可

領域

フィロソフィー

統計的手法

新ＱＣ7つ道具

目的 組織的に有効に知識を共有するシステムを構築

個人の暗黙知⇒形式化し共有

収集 適用

プロセス

特定 共有化 創出

手法

ナリッジマネジメント

観測された幾つかの変数から対象を分類評価する

多変量解析により改善ポイントを特定

価値の源泉

その他（重回帰分析）

有効な判断支援とならない

技術移転

ＱＣストーリーによる問題解決

ＱＣ７つ道具

コアマネジメント

計測

内面化

定性的･定量的評価

暗黙知

表出化

適応 体系化

源
泉
と
な
る
知

プロジェクトの計画

メンテナンス移行評価

暗黙知

メンテナンス計画 メンテナンス実施

移行マネジメント

プロセス

手法

組織とプロジェクト間の
インターフェース

評価対象

評価手法

企業内風土改革

ナリッジデーターベース構築

組織環境変化に対応できる
ダイナミックな形態

パターン
変換された知

形式知

新たなプロジェクトの立ち上げ･計画

Life Cycle Cost Management

緊急事体の特定と対応手順の構築

役割分担（責任と権限）

保全修理

ベンチマーキング

製造・建築・システム構築

環境会計計画作成 管理

継続的評価

最適化法

作業分析・作業設計

価値分析

ファイナンス技術

管理技術
情報技術

生産技術

Operatins Research

Value Engineering

経営プロセス

経営リソース

ビジョン・戦略・企画・設計・開発・
アフターサービス

ひと・組織構造・情報・知識・技術・設備

商品企画7つ道具

重回帰分析や判別分析のためのデータを別の観点から吟味

観測対象をグループ分けする Industrial Engineering

費用便益分析

バランススコアカード

多数の指標を統合した総合的指標を作成

Value for Money

戦略立案７つ道具

Failure Mode and Effect Analysis

影響解析

ビジョン･戦略･リーダーシップ

経営管理システム

品質保証システム

品質展開と品質表

故障モードと影響解析
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第十一章 コミュニケーションマネジメント 
 
本章は、以下のとおりの構成となっています。 
 
１）コミュニケーションマネジメントの意義 

プロジェクトの失敗要因としては、技術的な問題よりむしろ、コミュニケーション不

足の問題が大きいという認識に立って、コミュニケーションの意義として、次の点を

解説しています。 
ａ）プロジェクト関係者間の相互理解と成功への動機付け 
ｂ）情報の流通を確実に管理すること 
ｃ）各種ミーティングによる双方向コミュニケーションの効用 
 

２）通常業務におけるコミュニケーション 
以下の３通りの業務について解説しています。 
ａ）連絡業務 

    確実な連絡体制構築のための要件として、「情報の一元化」「業務遂行要領書の作

成」「情報の種類と承認行為の資格の規定」を挙げて解説しています。 
  ｂ）調整業務 
    立場により発想や視点、受け止め方に相違があるという前提で、調整を行う必要

があり、その手法を解説しています。 
  ｃ）統合業務 
    いくつかの部分を統合して全体を完成するためには、以下の統合業務が必要とな

ります。 
    ① ステークホルダー間の相反する要求を調整して、部分最適から全体最適を目

指す。 
    ② 新しいアイデアや発想を異なる多くの専門家から引き出す場を提供する。 
 
３）コミュニケーションのあり方 
  コミュニケーションのあり方について、以下の点の重要性を強調している。 
  ａ）コミュニケーションにおけるコンテキスト（コミュニケーターに及ぼす外的環境）

の理解。 
  ｂ）コミュニケーション能力の認識 
  ｃ）コミュニケーションの戦略的手法の理解 
 
４）コミュニケーション阻害要因と対策 

コミュニケーションのあり方の逆の視点で、考慮すべき以下の点を指摘している。 
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阻害要因： 
ａ）コミュニケーション経路の複雑性 
ｂ）問題を隠す日本の風土 
ｃ）文化の相違 
ｄ）一方向コミュニケーション 
対策： ＩＴを活用した現場の実態のリアルタイムな可視化 

 
５）異文化コミュニケーション 

以下の流れで異文化コミュニケーションの留意事項を解説している。 
ａ）異文化コミュニケーションにおける留意事項 
  各種ギャップ（情報ギャップ・知覚ギャップ・解釈ギャップ・価値判断ギャップ・

行動ギャップ）を理解の重要性を説いている。 
ｂ）異文化対応能力 
  異文化対応能力獲得のための有効なプロセスを示すとともに、各種対応パターン

（個人主義と集団主義・自文化中心主義と文化相対主義）の理解の重要性につい

て述べている。 
ｃ）異文化交流における事例 
  日本企業の海外進出における共通的な問題的について、事例として解説している。 

 
６）異文化間でのビジネス・組織行動能力 

日本には言外の意味や意図を推察して行動する文化があり、これを高コンテキスト文化

と称し、対する西洋の契約文化（契約書に書かれていることが全て）を低コンテキスト

文化と定義した上で、その文化間のアプローチの仕方について解説している。 
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対高コンテキスト

地域文化･企業文化･組織文化･個人文化

ある集団の無意識的行動パターンに、
理想・価値観･思考の体系を全て合わせ
たもの

コンテキストの相違に注意

低コンテキスト型の受け入れ

現象の相違に驚き

言語能力

対象レベル

文化的環境

解釈ギャップ

競争的

協力的

相手に何かをやらせる

相手の存在を認める

ハイブリッド化 日本人のよさ優位性を維持

契約・マニュアル志向 性悪説

対低コンテキスト

低コンテキスト（海外）

性善説

馴質異化社会 外向的（西欧)

グリーンエリアの存在

ビジネス上の価値観

個人主義 他人志向

高コンテキスト（日本） 集団主義
評価・判断ギャップ

習慣・文化的価値の差

地域的特有事情の把握

個人的ニーズ･経験・

知覚ギャップ

コミュニケーションギャップ

問題志向

文化相対主義 異文化適応型

異質馴化社会 内向的（日本）

情報ギャップ
興味・感性の違い

介在する人の立場

文化的環境

コミュニケーションマネジメント

情報の一元化

業務遂行要領書 情報の流れ・配布先・保存・変更管理

第Ⅳ第１１章：

アイデア創出の為の場の提供

コミュニケーション構造

業務上のコミュニケーション

情報の種類と承認行為の資格

連絡業務

調整業務

統合業務

ステークホルダー間の調整 部分最適から全体最適化

異なる専門家

コンテクスト

外的環境 物理的環境

言語・非言語

相互作用要素 コミュニケータＡ

コミュニケータＢ

メッセージ

コミュニケーション能力

発信能力・受信能力・理解能力 非言語能力

役割能力

同じ失敗の繰り返し

情報が加工される

自己志向型手法

他者志向型手法

関係志向型手法

状況志向型手法

目的志向型手法

問題志向型手法社会心理的環境

意思伝達の支援能力

コンテクスト能力

コミュニケーション阻害要因 情報技術（ＩＴ）の活用による問題解決

行動ギャップ

謙虚に受け留め 価値観・通念・文化的・社会的背景理解

自国の文化・習慣のもつ意味・特徴理解実態に即した経済的･合理的対応

重層コミュニケーション経路

問題を隠す日本の企業風土

一方向コミュニケーション

自文化中心主義

異文化対応

留意点

対応能力獲得プロセス

異文化への認識

異文化対応パターン

異文化コミュニケーション

カルチャーショック
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Ⅱ 実践編 
 
前書き 
 
これまで学習してきたＰ２Ｍ理論の実践への適用例を紹介する。 題材としては、筆者が

２００２年末より取り組んできた「ＰＦＩ事業展開」を取り上げる。 
 
ＰＦＩ事業（Private Finance Initiative）は、四部第二章プロジェクトファイナンスマネ

ジメント」で例示されているとおり、もっぱらプロジェクトファイナンスを適用するビジ

ネス形態である。これまで公設で実施されていた公共事業に、民間の資金とノウハウを導

入して、より効率的・効果的なサービスの提供を期待するものである。１９８０年代サッ

チャー政権下のイギリスで、英国病といわれる国家財政危機の克服のために開発されたス

キームで、当時は対岸の火事としてしか見ていなかった日本でも、ここ十年の経済危機を

経験する中で取り入れられようとしているものである。 
 
日本では、１９９９年７月にＰＦＩ法が施行されてからこれまで、もっぱら庁舎、学校、

美術館、病院等の箱物がリード役を担ってきたが、ここ一～二年、水道、ゴミ処理といっ

たプラントものの動きも活発化し始めている。そのような環境下で、筆者は、勤務するプ

ラント電機メーカの中で、プロジェクトオフィスという立場から、ＰＦＩ事業展開に携る

こととなった。あるプラントもののＰＦＩ事業計画が進む中で、その事業提案に関わると

同時に、今後の同種案件への取組みを見据え、体制基盤構築と知識共有化を目的として、

プロジェクト管理マニュアル＜ＰＦＩ事業編＞というものを、Ｐ２Ｍの思想を取り入れて

草稿した。 
 
マニュアルの構成は以下のとおりとした。 
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第一章 ＰＦＩ事業の基本原則 
 
ＰＦＩという専門性の高いビジネスに取り組むためには、専門家（法務・金融・保険等）

をプロジェクトスキームの中に組み入れる必要があるが、事業に主体的に関わるスポンサ

ー企業の一社として、その知識を全く持ち合わせずに対応はできない。Ｐ２Ｍが定義する

プロジェクトの場では「地理・文化の軸」・「組織の軸」・「専門性の軸」を三本柱としてい

るが、その「専門性の軸」を確固たるものとする必要がある。 
 
ＰＦＩだからといってビジネスの大原則が変わるわけではない。しかし、スキームが変わ

れば、そのシステムの要素と外部要因が異なってくるし、制約条件も自ずと異なってくる。

当然のことながら、個々の案件毎にその条件も特異性を持つ。所謂プロジェクトの属性に

よるものである。即ち具象はそれぞれ異なるが、具象を集めて抽象化してコンセプト化す

ると、そこに共通の概念が生まれる。日本のＰＦＩに共通した基本原則というものが浮か

び上がってくる。ＰＦＩ事業推進に関わる社内ステークホルダー全員がその基本原則を理

解した上でコミュニケーションが取れるように、本章にてその基本原則を述べている。欧

米で開発されたＰＦＩの世界は、これまでの請負契約の世界とは文化が異なるということ

についてカルチャーショックを与えることがこの章の目的である。 
 
● ＰＦＩの仕組み 
 
特に、官と民の関係性に注目している。ライフサイクルにおいて事業が安定的に継続され

ることがＰＦＩの必要条件となる。そのためには、官・民の最適リスク分担がなされなけ

ればならない。その上で、いかなる状況変化をも見据えて、対応策が準備されることとな

る。仕組みは一方に都合の良いものであってはならない。これまでのビジネスでは、とも

すると問題先送り型で、どちらかというと顧客＝主、契約者＝従という構造が慣習化して

いたが、ＰＦＩ事業ではこの考えは根本から改め、欧米型の契約に基づく関係構築・維持

が必要となってくる。 
 
その点を踏まえ、官民のパートナーシップという広い視野においてＰＦＩの各種ストラク

チャーの考え方を分析し、従来手法（例：第三セクター）との違いを示している。 
 
● 価値の源泉 
 
ＰＦＩの価値の源泉が何処に求められているかを整理し、①競争原理、②性能発注、③業

績連動支払、④リスクの最適配分を挙げて説明している。 
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● ＰＦＩに適した事業 
 
公共事業の全てにおいて、ＰＦＩスキームが価値を生み出すことができるかというと、そ

うではない。価値創造余地の大きい分野に特化して対応すべきであることを具体的な例で

示している。 
 
● プロジェクトファイナンス 
 
ＰＦＩにはプロジェクトファイナンスが良く似合うということを強調している。プロジェ

クトファイナンスでなければならないという原則は無いが、プロジェクトファイナンスの

持つ特性（非訴求性、プロジェクト担保、金融機関による監視機能）がＰＦＩ事業の実現

性と成功確率を大きく高める要素となっているということである。 
 
● 基本的プロセス 
 
ＰＦＩ事業の計画から実施までのプロセスについて概説している。 
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第二章 戦略マネジメント 
 
ミッションプロファイリングから戦略策定に関する考え方を示している。 
 
● 組織使命達成のためのＰＦＩ事業位置付け 
 
メーカとして、これまで公設案件の設備建設を請け負ってきた立場と、スポンサーとして

の事業投資がどのような価値連鎖を生むかということを理解した上で、使命の意味を理解

し、目的、目標、戦略方針、手法へと落とし込む。 
 
  ■  目的 
 
ＰＦＩは営業効率の悪い案件である上に、貴重な資産を出資という形で投入する必要があ

り、単に設備案件を受注するという目的だけのために闇雲に取り組むことを戒めている。 
即ち、その価値がある案件に絞って対応する前提で、ＰＦＩ事業参加の目的を設定した。 
その目的を社内で共通理解し、経営資源の効率的な運用（選択と集中）が図られなければ

ならない。 
 
  ■  環境要因分析 
 
ＰＦＩが日本で取り入れられてまだ４年程度しか経過していない。課題も多く、本来のあ

るべき姿には至っていないのが現実である。したがって、今後の紆余曲折が予想されるた

め、環境要因の冷静な分析が必要となる。 
 
  ■  戦略方針 
 
社内のＰＦＩ取組みに対する基本方針をバランススコアカードの四つの視点で示した。 
 
    ◆  財務的視点 
 
以下の点に関して考え方を示した。 
・ 資本コスト：メーカとして設備投資に必要な貴重な資本をＰＦＩ事業に投入するに当た 

っての考え方 
・ 採算：単純なコスト低減よりも、むしろ技術面での付加価値創造による採算向上を志向   

すべきである。 
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    ◆  顧客の視点 
 
事業領域の決定要素には、顧客層・顧客機能・提供技術があるが、顧客層・顧客機能に関

してターゲットを絞るべきであることを強調している。ターゲット選定には当然ながら自

社のコアコンピタンスの理解が必要である。 
 
    ◆  プロセスの視点 
 
営業効率を考えると同時に選択と集中を心がける。また自社が分担するリスクに関しては

管理可能な範囲に限定する。 
 
    ◆  学習と成長の視点 
 
ＰＦＩ事業では、プロジェクトファイナンスの条件として開発性の高い技術採用は認めら

れない。寧ろ、既存の要素技術を使って、事業スキームの発展性が期待できる案件に注力

すべきである。 
 
  ■  目標 
 
ＰＦＩ事業では営業コストが高いため、落札の確度も高くなければならない。自社として

の受注確度目標を設定した。自社のコアコンピタンスもさることながら、他スポンサー・

協力企業を含めたプロジェクト全体スキームにおいて充分な勝算が見えてこなければ、単

に営業的な顧客へのアプローチの手段等としてＰＦＩ案件を利用すべきではないことを強

調している。 
 
  ■  手段 
 
ＰＦＩ案件では、融資適格性を高め、顧客に対しても事業の安定性をアピールすることが

成功の基本である。そのためには、勝てるフォーメーション作りが重要である。そこで、

アライアンス・戦略的営業等について、考え方を示している。 
 
●  価値指標マネジメント 
 
実施方針、特定事業契約書案、業務要求水準書、落札者決定基準の中には、顧客（公共）

の想いが曖昧模糊とした形でながらも込められている。その顧客の期待を入札参加者への
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使命として捉えて、最大評価を得られる提案作りを目指すことが重要要素である。 
 
  ■  顧客評価の視点 
 
サービス対価の他、一般的に事業安定性評価、設備評価、サービス評価といった非価格要

素が評価の対象となる。顧客の評価基準に従って、各評価要素につき競合他グループと如

何に差をつけるかという検討から全体最適を目指すことを強調している。 
 
  ■  事業性評価 
 
一方、事業者の視点および金融機関の視点からも、事業性評価を行わなければならない。

事業者の視点ではＩＲＲ（内部収益率＝Internal Rate of Return）の捉え方、金融機関の

視点ではＤＳＣＲ（Debt Service Coverage Ratio：収益で負債を賄うための安全率のよう

なもの）の捉え方について考察している。また、不確実性への対応として感度分析の考え

方を示している。 
 
  ■  受容性・説明責任 
 
公共事業の重要性に鑑み、安全性・環境性・倫理性の点で価値を損なうようなことが無い

ことが必須要件となる。Ｐ２Ｍの２Ａ５Ｅの内、Accountability, Acceptability, Ethics, 
Ecology の指標に注目したものである。 
 
  ■  リスク評価 
 
事業安定性以外のさまざまなリスク要因の分析・評価の重要性を強調している。 
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第三章 資金調達マネジメント 
 
資金調達マネジメントはＰ２Ｍの第四部第二章「プロジェクトファイナンスマネジメント」

に沿って、より具体的な考え方を示している。 
 
● 資金構想 
 
  ■  株主資本 
 
事業安定性を確保した上で、できるだけ財務梃子比率を高く設定し、事業効率を高めるた

めの考え方を示している。また、資本コスト概念を取り入れ、提案収益率の設定基準とし

ている。株主資本の形態については、株式と劣後ローンを要素として検討している。 
 
  ■  負債 
 
融資機関の選定について、方向性を示している。 
 
● プロジェクトファイナンス条件設定 
 
融資対象・貸出し限度額・返済スケジュール・金利条件・引出し可能期間・キャッシュフ

ロー充当順位・期限の利益喪失要件・各種フィーといった要件について、個々に考え方を

示し、全体最適化への方向性を示している。 
 
● キャッシュフロー計画 
 
キャッシュインとキャッシュアウトを同期させることによって、キャッシュフローの安定

化を目指すべく、考え方を示している。 
 
● 担保構想 
 
株主保証、プロジェクト関連契約、担保関連契約について、あり方を示している。 
 
● アドバイザリーサービス 
 
ＳＰＣ（当該プロジェクト事業のために設立した会社＝特別目的会社：Special Purpose 
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Company）が雇用するファイナンスアドバイザー等及び金融機関が行うモニタリングのた

めの技術コンサルタント・弁護士・保険アドバイザー等について考え方を示している。 
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第四章 リスクマネジメント 
 
● 市場の不確実性 
 
市場には、製品・サービス市場、原材料・副産物市場、金融市場といったものが挙げられ

るが、いずれにしても長期ライフサイクルにおける不確実性に対しては、何らかのリスク

プロテクションが必要である。 
 
● 計画の不確実性 
 
民の提案内容には原則的に民（事業者）がリスクを負担しなければならない。建設請負よ

り長期にわたるライフサイクルにおいてよりリスクが高くなっていることを認識しなけれ

ばならない点を強調している。 
 
● 環境 
 
長期ライフサイクルにおいて、自然・政治・経済・社会の変化の可能性が高くなってくる。

起こりうるすべての環境変化の可能性について、リスクプロテクションを用意しておかな

ければならない点を強調している。 
 
● プロジェクト体制 
 
公共、他スポンサー、協力企業、下請企業についても、ライフサイクルを通して健全であ

る保証は無い。その代替性についての検証の必要性を訴えている。 
 
● 不可抗力 
 
ＰＦＩ事業については、不可抗力に対しても、事業者が一部負担するのが一般的である。

そのインパクトを考慮しておかなければならない点、これまでの請負ビジネスとの差とし

て注意を喚起している。 
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第五章 プロジェクトデザイン 
 
Ｐ２Ｍのプログラムマネジメントにおける「アーキテクチャマネジメント」、「プラットフ

ォームマネジメント」および第四部第三章「システムズマネジメント」を合体させ、プロ

ジェクトマネジメントサイクルの最初のプロセスに相当する「デザイン」という言葉を当

てはめた。 
 
● 提案企業グループ構成 
 
グループは他段階層で構成される。まず、グループ構成員、その下に協力企業、あるいは

下請企業、また、金融機関・ファイナンスアドバイザー等の関係者が関わってくる。これ

らを組み合わせて最適スキームを作りあげることが、成功の重要要因となってくる。 
 
● プロジェクト構造と組織体制 
 
プロジェクトを複数のサブプロジェクトに分割して検討を進めることを提唱している。例

えば、事業計画と技術計画、その中にも複数のワーキンググループの構成が考えられる。 
これらの複数のサブプロジェクトを統合するためには、コミュニケーションマネジメント

が必須となる。 
 
● プラントシステムエンジニアリング 
 
ＰＦＩの原則の一つとして性能発注がある。最終的なプラントの目的を達成するための最

低限の要求性能および機能（運転性・保守性・等々）に対して、提案者は柔軟性を持った

計画を行うことが許される。公共の期待するサービスを効率的・効果的に提供できるシス

テム構築が成功要因となる。 
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第六章 関係性マネジメント 
 
ＰＦＩの特徴は、ＳＰＣ（特別目的会社）という実態の薄い会社を核として、スポンサー

および協力会社等の関係者がプロジェクトを実質的に支える構造を取っているところにあ

る。ＳＰＣは、特別目的会社という名前のとおり、当該プロジェクト以外の事業を行うこ

とは認められていない。そういうＳＰＣが、発注者である公共事業体との間で事業契約を

締結することになるが、如何なる事態においても契約責任を自ら果たせるだけの資金力は

持ち合わせていない。そこで、プロジェクトのリスクを主体的に担う多数の関係者間の関

係性を、多様な契約によって定めることによって、プロジェクトを機能させる仕組みを構

築する必要がある。Ｐ２Ｍが目指す仕組み作りの世界である。即ち、全ての想定されるリ

スクをＳＰＣを取り巻くプロジェクト関係者で分担し、プロジェクトの中に封じ込めるこ

とが肝要となってくる。まさに、Ｐ２Ｍの第四部第九章「関係性マネジメント」の実践が

不可欠ということである。 
 
そこで、この章ではＰ２Ｍの第四部第二章｢ファイナンスマネジメント｣で扱われているプ

ロジェクト関連契約、融資関連契約、担保関連契約を整理し、第四部第九章「関係性マネ

ジメント」の基本に基づき、それぞれの契約のあり方（考え方・取り決め事項・注意事項

等）を纏めた。 
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